
  

 

まとめ資料比較表 〔43条 共-3 重大事故等対処設備の環境条件について〕 

実線・・設備運用又は体制等の相違（設計方針の相違） 

波線・・記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし） 
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共－３ 重大事故等対処設備の環境条件について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共－３ 重大事故等対処設備の環境条件について 
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重大事故等対処設備の環境条件について 

 

重大事故等対処設備については，保管時・機能要求時に適切な

設計条件を与える必要がある。 

保管時については，重大事故等対処設備は，環境条件，自然現

象，外部人為事象，溢水，火災及びサポート系の故障に対して，

可能な限りの多様性，独立性を確保した設計とする。また，多様

性を確保できない場合は，修復性等を考慮し，可能な限り頑健性

をもたせた設計とする。 

重大事故等対処設備の機能要求時の環境条件については，自然

現象を考慮に入れた適切な規模を想定する必要がある。重大事故

等については，設計基準では発生しないとしているため，発生要

因は特定せずにランダムで発生している状況を考慮する。その際

に考慮すべき自然現象については，基本的に第六条（その他自然

現象）での設計基準の考え方に基づいて設定する。以下に検討の

考え方を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

・検討対象は，第六条で考慮している42 事象に地震・津波を加

えた44 事象とし，第六条と同様に以下に示す評価基準を適用

する。 

基準A：プラントに影響を与えるほど接近した場所で発生

しない。 

基準B：ハザードの進展・襲来が遅く，事前にそのリスク

を予知・検知し，ハザードを排除できる。 

基準C：プラント設計上，考慮された事象と比べて，設備

等への影響度が同等若しくはそれ以下又はプラン

トの安全性が損なわれることがない。 

 

基準D：影響が他の事象に包絡される。 

 

 

 

重大事故等対処設備の環境条件について 

 

重大事故等対処設備は，想定される重大事故等が発生した場合

における温度，放射線，荷重及びその他の使用条件において，そ

の機能が有効に発揮できるよう，その措置（使用），保管場所に応

じた耐環境性を有する設計とするとともに，操作が可能な設計と

する。 

 

 

環境条件として，①重大事故等時における環境温度，環境圧力，

湿度による影響，②屋外の天候による影響，③重大事故時の放射

線による影響，④重大事故等時に海水を通水する系統への影響，

⑤電磁波による影響，⑥荷重（重大事故等が発生した場合におけ

る圧力，温度，機械的荷重及び自然現象からの荷重），⑦周辺機器

等からの悪影響を考慮事項とする。 

このうち，②屋外の天候による影響，⑥荷重（自然現象からの

荷重）は，国内外の基準や文献等に基づいて網羅的に抽出した自

然現象のうち，発生の可能性や事象進展速度等の判断理由から設

計上考慮すべき想定される自然現象として抽出した洪水，風（台

風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，

森林火災，高潮の 11 事象に地震，津波を加えた 13 事象から，第

1図の環境条件 選定フローに従い選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等対処設備の環境条件について 

 

重大事故等対処設備については，保管時・機能要求時に適切な

設計条件を与える必要がある。 

保管時については，重大事故等対処設備は，環境条件，自然現

象，外部人為事象，溢水，火災及びサポート系の故障に対して，

可能な限りの多様性，独立性を確保した設計とする。また，多様

性を確保できない場合は，修復性等を考慮し，可能な限り頑健性

をもたせた設計とする。 

重大事故等対処設備の機能要求時の環境条件については，自然

現象を考慮に入れた適切な規模を想定する必要がある。重大事故

等については，設計基準では発生しないとしているため，発生要

因は特定せずにランダムで発生している状況を考慮する。その際

に考慮すべき自然現象については，基本的に第六条（その他自然

現象）での設計基準の考え方に基づいて設定する。以下に検討の

考え方を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

・検討対象は，第六条で考慮している55事象とし，第六条と同

様に以下に示す評価基準を適用する。 

 

基準A：当該原子炉施設に影響を及ぼすほど接近した場所

で発生しない。 

基準B：ハザードの進展・襲来が遅く，事前にそのリスク

を予知・検知することでハザードを排除できる。 

基準C：当該原子炉施設の設計上考慮された事象と比較し

て，設備等への影響度が同等もしくはそれ以下で

あり，プラントの安全性が損なわれることはな

い。 

基準D：影響が他の事象に包含される。 

基準E：発生頻度が他の事象と比較して非常に低い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違  

【東海第二】  

東海第二は第 1 図の

フローにより，環境条件

として考慮する事象を

選定しているが，島根２

号炉は柏崎 6/7 と同様

に，ＳＡ事象と重畳する

自然現象を，プラント供

用期間中に発生する規

模を想定し選定してい

る 

 

 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7】 

第６条において，収集

した自然現象 55 事象を

類似性・随伴性から 42

事象に整理して評価し

ているが，島根２号炉は

自然現象 55 事象につい

てそのまま評価を実施

している 

 

 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7】 
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・想定する規模としては，重大事故等がランダムに発生した際

の環境条件であることから，日常的な規模からある程度の保

守性を持った値を設定するべきと考えられる。また，重大事

故等が収束するまでの短期荷重について想定する。具体的な

規模としては，年最大値の平均を参照するものとする。また

参考として，第六条での自然現象/人為事象の重畳検討におい

て設計基準規模の主事象に対して重畳する副事象として年超

過確率 10-2 の規模を想定していることから，設計基準よりも

低頻度と考えられる重大事故等に対する環境条件としては年

超過確率 10-1 の規模についても参照し，2 つのうち厳しい値

を保守的に採用するものとする（表 1 参照）。 

 

 

 

 

表 1 環境条件で想定する規模 

 

 

 

以上の考え方に基づき，環境条件として設定する自然現象の選

定及び規模について検討した結果を表 2 に示す。環境条件と設定

する自然現象としては降水，積雪，風（台風），低温（凍結）が選

定された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

フローの結果から，自然現象による環境条件として，②屋外の

天候による影響として「凍結」，「降水」，⑥荷重（自然現象からの

荷重）として「地震」，「津波（敷地を遡上する津波を含む。）」，「風

（台風）及び竜巻の風荷重」，「積雪」，「火山の影響」を選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・想定する規模としては，重大事故等がランダムに発生した際

の環境条件であることから，以下を念頭に組合せを考慮する。 

  ①重大事故等の発生頻度としては，炉心損傷頻度の性能目

標※１，※２である10－４／炉年 

  ②重大事故等と自然現象の重畳の判断目安は，航空機落下

の判断基準※３，※４や設計基準対象施設の耐震設計のスク

リーニング基準※５の10－７／年に保守性をもたせた10－８

／炉年 

上記①，②及び重大事故等対処設備の有効性評価において重

大事故等発生後７日までの期間を評価していることを踏まえ

て，重大事故等発生後に重畳させる自然現象の規模としては，

プラント寿命期間中に発生する規模の年超過発生頻度 10－２

／年を想定し，重大事故等対処設備の機能を損なわない方針

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上の考え方に基づき，環境条件として設定する自然現象の選

定及び規模について検討した結果を第１表に示す。環境条件と設

定する自然現象としては地震，降水，積雪，風（台風），凍結が選

定された。 

 

 

 

 

 

 

第６条におけるスク

リーニング基準の相違 

 

 

 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，第６条

における自然現象の重

畳検討において，重畳事

象の規模想定に年超過

確率を用いていないこ

とに伴う相違 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，第６条

における自然現象の重

畳検討において，重畳事

象の規模想定に年超過

確率を用いていないこ

とに伴う相違 

 

 

 

・設計方針の相違  

【東海第二】  

島根２号炉は柏崎

6/7と同様に，ＳＡ事象

と重畳する自然現象の

規模を検討し，環境条件

として地震，風（台風），

凍結，降水，積雪を考慮
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※1：Regulatory Guide 1.174 Rev.1,2002, An Approach for 

Using Probabilistic Risk Assessment in Risk-Informed 

Decisions on Plant-Specific Changes to the Licensing 

Basis 

※２：第1回 原子力規制委員会（平成25年4月3日）資料6-2「放

射性物質放出量と発生頻度との関係（概念図）」 

※３：STANDARD REVIEW PLAN 3.5.1.6 AIRCRAFT HAZARDS 

※４：実用発電用原子炉施設への航空機落下確率の評価基準に

ついて（平成21･06･25原院第1号，平成21年6月30日原子

力安全・保安院制定） 

※５：JEAG4601・補-1984「原子力発電所耐震設計技術指針 重

要度分類・許容応力編」 

することとしている 

 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，第６条

における自然現象の重

畳検討において，重畳事

象の規模想定に年超過

確率を用いていないこ

とに伴う相違 
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表
２

 
重
大
事
故
等
に
お
け
る
環
境
条
件
 
自
然
現
象
の
抽
出
及
び
規
模
の
設
定
 

 

 

 

 

 

 

 

第 1図 環境条件 選定フロー 

第
１
表
 
重
大
事
故
等
に
お
け
る
環
境
条
件
 
自
然
現
象
の
抽
出
及
び
規
模
の
設
定
 

 

 

・設計方針の相違 

【東海第二】 

東海第二は，「津波」

を選定しているが，島根

２号炉は柏崎 6/7 と同

様に，ＳＡ時に発生する

津波はＳＡ設備への影

響がない規模であるた

め選定しない 

・設計方針の相違 

【東海第二】 

東海第二は，「竜巻の

風荷重」を選定している

が，島根２号炉は柏崎

6/7と同様に，ＳＡ時に

発生する竜巻は風（台

風）に包含される規模で

あるため選定しない 

・設計方針の相違 

【東海第二】 

東海第二は，「火山の

影響」を選定している

が，島根２号炉は柏崎

6/7と同様に，ＳＡ時に

発生し難いことから選

定しない 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7】 

プラント立地箇所の

相違による観測記録の

相違及びＳＡ事象と重

畳する自然現象の規模

として想定する年超過

発生頻度の相違に伴う

環境条件設定値の相違 
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まとめ資料比較表 〔43条 共-4 可搬型重大事故等対処設備の必要数，予備数及び保有数について〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

実線・・設備運用又は体制等の相違（設計方針の相違） 

波線・・記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし） 

相違No. 相違理由

① 島根２号炉では，ホース及びケーブルについても保守点検による待機除外時のバックアップを考慮し，予備を保有している

② 島根２号炉は，常設の充電器盤を用いることから可搬型整流器は使用しない

③
島根２号炉は非常用ディーゼル発電機が使用可能でも代替所内電気設備（緊急用M/C～SA1,2-C/C）への電源供給は代替交流電源設備から行う設計としている。
また，柏崎6/7は屋外の代替原子炉補機冷却系への電源供給に可搬型代替交流電源設備を使用するが，島根２号炉は同様の設備に常設代替交流電源設備から電源
供給を行う設計としている

④ 島根２号炉は単独申請

⑤ 東海第二の可搬型代替注水中型ポンプは２台組み合わせて系統構成されるが，島根２号炉の大量送水車は１台で系統構成する設計としている

⑥ 東海第二は，緊急用海水ポンプ（常設重大事故等対処設備）により海への最終ヒートシンクを行う

　比較表において，相違理由を類型化したものについて以下にまとめて記載する。下記以外の相違については，備考欄に相違理由を記載する。
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共-4 可搬型重大事故等対処設備の必要数，予備数及び保有数につ

いて 

 

 

 

 

 

 

 

共－４ 可搬型重大事故等対処設備の必要数，予備数及び保有数

について 

 

 

 

 

 

 

 

 

共－４ 可搬型重大事故等対処設備の必要数，予備数及び保有数に

ついて 
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1. 可搬型重大事故等対処設備の保有数の分類について 

可搬型重大事故等対処設備の配備数は，「2n＋α」，「n＋α」，

「n」設備に分類し，それらを屋外設備であれば荒浜側高台保管

場所・大湊側高台保管場所・5 号炉東側保管場所・5 号炉東側

第二保管場所のいずれか 2 箇所以上に，屋内設備であれば建屋

内の複数箇所に，分散配置することにより多重化，多様化を図

る設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)「2n＋α」の可搬型重大事故等対処設備 

原子炉建屋外から水・電力を供給する可搬型代替交流電

源設備（電源車）・可搬型代替注水ポンプ（消防車）・代替

原子炉補機冷却系・大容量送水車（海水取水用）について

は，必要となる容量を有する設備を 1 基あたり 2 セット及

び予備を保有し，荒浜側高台保管場所・大湊側高台保管場

所・5 号炉東側第二保管場所のいずれか 2 箇所以上にそれ

ぞれ分散配置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 可搬型重大事故等対処設備の保有数の分類について 

  可搬型重大事故等対処設備の分類を，第43.4-1表に示す。可

搬型設備の配備数については，「2N＋α」，「N＋α」，「N」

の設備に分類し，重大事故等時に屋外で使用する設備であれば

西側及び南側保管場所に，屋内で使用する設備であれば建屋内

の複数箇所に分散配置することにより設備の多重化を図って

いる。また，常設及び可搬型設備を設置することで多様化を図

る。 

なお，保管場所に配備する可搬型設備は，地震による転倒防

止及び竜巻による飛散防止を考慮した固縛を実施しているこ

とから，隣接する可搬型設備及びアクセスルートに影響を与え

ることはない。 

さらに，保管場所に配備する可搬型設備のうち，燃料を保有

する設備は，燃料タンクに燃料を満杯の状態で保管する。ただ

し，タンクローリの背後搭載タンクは，空状態で保管する。 

 

 (1)「2N＋α」の可搬型重大事故等対処設備 

原子炉建屋外から水・電力を供給する，可搬型代替交流電

源設備（可搬型代替低圧電源車，ケーブル），可搬型代替直

流電源設備（可搬型代替低圧電源車，ケーブル，可搬型整流

器）及び可搬型代替注水ポンプ（可搬型代替注水大型ポンプ，

可搬型代替注水中型ポンプ，ホース）は，必要となる容量を

有する設備を 2セット，故障時のバックアップ及び保守点検

による待機除外時のバックアップとして予備を配備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 可搬型重大事故等対処設備の保有数の分類について 

可搬型重大事故等対処設備の配備数は「２ｎ＋α」，「ｎ＋α」，

「ｎ」設備に分類し，それらを屋外設備であれば第１～第４保管

エリアのいずれか２箇所以上に，屋内設備であれば建物内の複数

箇所に，分散配置することにより多重化，多様化を図る設計とす

る。 

 

 

なお，保管場所に配備する可搬型設備は，必要により地震によ

る転倒防止及び竜巻による飛散防止を考慮した固縛又は固定を

実施していることから，隣接する可搬型設備及びアクセスルート

に影響を与えることはない。 

タンクローリの背後搭載タンクは，空状態で保管する。 

  

 

 

(1) 「２ｎ＋α」の可搬型重大事故等対処設備 

原子炉建物外から水・電力を供給する可搬型代替交流電源

設備（高圧発電機車），可搬型代替注水ポンプ（大量送水車），

原子炉補機代替冷却系，大型送水ポンプ車については，必要

となる容量を有する設備を１基あたり２セット及び予備を保

有し，第１～第４保管エリアのいずれか２箇所以上にそれぞ

れ分散配置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象設備の相違 

【東海第二】 

  島根２号炉の可搬型

代替直流電源設備と可

搬型代替交流電源設備

はともに高圧発電機車

を電源としており，可

搬型設備の範囲が同一

であるため，可搬型代

替直流電源設備を個別

に記載していない。ま

た，東海第二では，常

設設備である緊急海水

系を有しているため，

原子炉補機代替冷却系

を保有していない 
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(2)「n＋α」の可搬型重大事故等対処設備 

負荷に直接接続する，高圧窒素ガスボンベ・逃がし安全

弁用可搬型蓄電池・遠隔空気駆動弁操作用ボンベについて

は，必要となる容量を有する設備を 1 基あたり 1 セット及

び予備を保有し，原子炉建屋内にそれぞれ分散配置する。 

 

 

(3)「n」の可搬型重大事故等対処設備 

上記以外の可搬型重大事故等対処設備は，必要となる容

量を有する設備を 1 基あたり 1 セットに加え，プラントの

安全性向上の観点から，設備の信頼度等を考慮し，予備を

確保する。 

ただし，ホース及びケーブルについては，待機除外せずに

目視確認等により保守点検を行うことから，故障時のバック

アップのみ予備を配備する。 

必要となる容量を有する設備の2セットは西側及び南側保

管場所にそれぞれ分散配置し，予備は予備機置場に配備す

る。ただし，ホース，ケーブル，可搬型整流器の予備は西側

及び南側保管場所に配備する。 

 

 

 

なお，西側又は南側保管場所の必要となる容量を有する設

備の点検を行う場合は，予備を西側又は南側保管場所に配備

後に点検を行うことにより，西側及び南側保管場所に必要と

なる容量を有する設備は 2セット確保される。 

また，使用済燃料プールへのスプレイのために原子炉建屋

内で使用する設備は，必要となる容量を有する設備を2セッ

ト及び予備を配備し，原子炉建屋内に分散配置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2)「N＋α」の可搬型重大事故等対処設備 

   負荷に直接接続する高圧窒素ボンベ及び逃がし安全弁用

可搬型蓄電池については，必要となる容量を有する設備を1

セット及び予備を保有し，原子炉建屋内に配置する。 

 

 

 

 (3)「N」の可搬型重大事故等対処設備 

上記以外の可搬型設備は，必要となる容量を有する設備 1

セットに加えプラントの安全性向上の観点から，設備の信頼

度等を考慮し，必要となる容量を有する設備 1セット分並び

に必要に応じて故障時のバックアップ及び保守点検による

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお，第１～第４保管エリアの必要となる容量を有する設備

の点検を行う場合は，点検する設備の保管場所に予備を配備後

に点検を行うことにより，第１～第４保管エリアに必要となる

容量を有する設備は２セット確保される。 

また，燃料プールへのスプレイのために原子炉建物内で使用

する設備は，必要となる容量を有する設備を2セット及び予備

を配備し，原子炉建物内に分散配置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 「ｎ＋α」の可搬型重大事故等対処設備 

負荷に直接接続する，逃がし安全弁用窒素ガスボンベ，主

蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）については，必要と

なる容量を有する設備を１基あたり１セット及び予備を保有

し，原子炉建物内にそれぞれ分散配置する。 

 

 

(3) 「ｎ」の可搬型重大事故等対処設備 

上記以外の可搬型重大事故等対処設備は，必要となる容量

を有する設備を１基あたり１セットに加え，プラントの安全

性向上の観点から，設備の信頼度等を考慮し，予備を確保す

る。 

・運用の相違 

【東海第二】 

  島根２号炉は，ホー

ス及びケーブルについ

ても保守点検による待

機除外時のバックアッ

プを考慮し，予備を保

有している（以下，①

の相違） 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】  

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

  島根２号炉は，東海

第二と同様に，燃料プ

ールスプレイ系（可搬

型スプレイノズル）に

使用する可搬型スプレ

イノズル及びホースを

２ｎ＋αの対象設備と

し，原子炉建物内に分

散配置する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

43-125



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

 

また，「ｎ」の屋外保管設備についても，共通要因による

機能喪失を考慮し，荒浜側高台保管場所・大湊側高台保管

場所・5 号炉東側保管場所・5 号炉東側第二保管場所のい

ずれか 2 箇所以上に分散配置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 可搬型重大事故等対処設備の分類 

 

 

待機除外時のバックアップの予備を配備する。ただし，ホー

スについては，保守点検が目視確認等であり，保守点検時に

待機除外とならないため，故障時のバックアップとして予備

を配備する。 

必要となる容量を有する設備は西側保管場所，予備は南側

保管場所，予備機置場に配備する。 

また，「N」設備は，共通要因による機能喪失を考慮し，

西側及び南側保管場所に必要となる容量を有する設備 1セッ

トと予備 1セットを分散配置し，故障時のバックアップ及び

保守点検による待機除外時のバックアップの予備は西側保

管場所，南側保管場所又は予備機置場に配備する。 

なお，サポートに使用される可搬型設備（タンクローリ，

ホイールローダ）については，サポートする対象となる設備

と同じ保管場所への配備を基本とする。 

 

 

 

 

 

 

第43.4-1表 可搬型設備の分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，「ｎ」の屋外保管設備についても，共通要因による機

能喪失を考慮し，第１～第４保管エリアのいずれか２箇所以

上に分散配置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 可搬型重大事故等対処設備の分類 

 

 

・運用の相違 

【東海第二】 

 ①の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【東海第二】 

  島根２号炉は，いず

れの保管場所において

も可搬型重大事故等対

処設備としての要求を

満足することから，サ

ポート対象設備と同じ

箇所とする必要はない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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2. 可搬型重大事故等対処設備の必要数の考え方について 

1 基あたりの必要となる容量は，設置許可基準規則解釈 43 

条 5(c)において「当該原子炉において想定する重大事故等にお

いて、炉心損傷防止及び格納容器破損防止等のために有効に必

要な機能を果たすことができる容量」と示されている。ここで

「想定する重大事故等」とは，同解釈 43 条 1 において「第３

７条において想定する事故シーケンスグループ（炉心の著しい

損傷後の原子炉格納容器の機能に期待できるものにあっては、

計画された対策が想定するもの。）、想定する格納容器破損モー

ド、使用済燃料貯蔵槽内における想定事故及び想定する運転停

止中事故シーケンスグループ」と示されていることから，重大

事故等対策の有効性評価において想定しているプラント状態を

考慮して必要となる容量を算出する必要がある。 

 

一方，可搬型重大事故等対処設備は，その特性上，重大事故

等発生後早期に使用することはできないため，重大事故等に対

する初期対応は常設設備によって行うことが基本となる。従っ

て，可搬型重大事故等対処設備は，重大事故等発生から一定時

間経過後に常設設備に加えて使用する場合，もしくは更なる安

全性向上のために常設設備のバックアップとして待機する場合

に期待することとなる。この特性も勘案して必要となる容量を

算出する必要がある。ただし，設備設計等の考慮により常設設

備と同等程度の即応性を確保できる場合は，重大事故等発生後

早期に使用できるものとして必要となる容量を算出することも

可能である。 

また，設置許可基準規則第三章（重大事故等対処施設）にお

いては，可搬型重大事故等対処設備の設置を必須のものとして

要求する条文と，必須ではないが当該設備の機能に期待するこ

とのできる設備の設置を要求する条文が存在する。この要求の

相違も踏まえて必要となる容量を算出する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 可搬型重大事故等対処設備の必要数の考え方について 

  必要となる容量は，設置許可基準規則解釈43条5(c)において

「当該原子炉において想定する重大事故等において，炉心損傷

防止及び格納容器破損防止等のために有効に必要な機能を果

たすことができる容量」と示されている。ここで「想定する重

大事故等」とは，同解釈43条1において「第37条において想定

する事故シーケンスグループ（炉心の著しい損傷後の原子炉格

納容器の機能に期待できるものにあっては，計画された対策が

想定するもの。），想定する格納容器破損モード，使用済燃料

貯蔵槽内における想定事故及び想定する運転停止中事故シー

ケンスグループ」と示されていることから，重大事故等対策の

有効性評価において想定しているプラント状態を考慮して必

要となる容量を算出する必要がある。 

 

  一方，可搬型重大事故等対処設備は，その特性上，重大事故

等発生後早期に使用することはできないため，重大事故等に対

する初期対応は常設設備によって行うこととなる。したがっ

て，可搬型重大事故等対処設備は，重大事故等発生から一定時

間経過後に常設設備に加えて使用する場合，もしくは更なる安

全性向上のために常設設備の予備として待機する場合に期待

することとなる。この特性も勘案して必要となる容量を算出す

る必要がある。 

 

 

 

  また，設置許可基準規則第三章（重大事故等対処施設）にお

いては，可搬型重大事故等対処設備の設置を必須のものとして

要求する条文と，必須ではないが当該設備の機能に期待するこ

とのできる設備の設置を要求する条文が存在する。この要求の

相違も踏まえて必要となる容量を算出する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 可搬型重大事故等対処設備の必要数の考え方について 

１基あたりの必要となる容量は，設置許可基準規則解釈第 43 

条 5(c)において「当該原子炉において想定する重大事故等におい

て，炉心損傷防止及び格納容器破損防止等のために有効に必要な

機能を果たすことができる容量」と示されている。ここで「想定

する重大事故等」とは，同解釈第 43 条１において「第 37 条にお

いて想定する事故シーケンスグループ（炉心の著しい損傷後の原

子炉格納容器の機能に期待できるものにあっては、計画された対

策が想定するもの。）、想定する格納容器破損モード、使用済燃料

貯蔵槽内における想定事故及び想定する運転停止中事故シーケン

スグループ」と示されていることから，重大事故等対策の有効性

評価において想定しているプラント状態を考慮して必要となる容

量を算出する必要がある。 

 

一方，可搬型重大事故等対処設備は，その特性上，重大事故等

発生後早期に使用することはできないため，重大事故等に対する

初期対応は常設設備によって行うことが基本となる。従って，可

搬型重大事故等対処設備は，重大事故等発生から一定時間経過後

に常設設備に加えて使用する場合，もしくは更なる安全性向上の

ために常設設備のバックアップとして待機する場合に期待するこ

ととなる。この特性も勘案して必要となる容量を算出する必要が

ある。ただし，設備設計等の考慮により常設設備と同等程度の即

応性を確保できる場合は，重大事故等発生後早期に使用できるも

のとして必要となる容量を算出することも可能である。 

 

また，設置許可基準規則第三章（重大事故等対処施設）におい

ては，可搬型重大事故等対処設備の設置を必須のものとして要求

する条文と，必須ではないが当該設備の機能に期待することので

きる設備の設置を要求する条文が存在する。この要求の相違も踏

まえて必要となる容量を算出する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 
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図 2 可搬型重大事故等対処設備の必要数算出における考慮事項 

 

 

これらの点に着目して必要となる容量を算出した結果を以下

に示す。 

 

(1) 可搬型代替交流電源設備（電源車） 

可搬型代替交流電源設備（電源車）については，原子炉建

屋の外側から電力を供給する可搬型重大事故等対処設備であ

り，重大事故の防止及び影響緩和の観点から故障時の影響が

大きい重要な設備であることから，1.(1)に示す「2n＋α」の

対象施設と考える。本設備の台数を表 8(1)に示す。 

 

 

重大事故等対策の有効性評価において，本設備が担う交流

電源の代替機能を要求するのは，外部電源ならびに非常用デ

ィーゼル発電機による給電に失敗している状態，もしくは建

屋外の電動設備に給電する必要のある状態である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  可搬型重大事故等対処設備の必要数算出における考慮事項

を，第43.4-1図に示す。 

 

 

 

 

 

 

第43.4-1図 可搬型重大事故等対処設備の必要数算出における

考慮事項 

 

  これらの点に着目して必要となる容量を算出した結果を以

下に示す。 

 

 (1) 可搬型代替低圧電源車及び可搬型整流器 

   可搬型代替交流電源設備（可搬型代替低圧電源車）及び可

搬型代替直流電源設備（可搬型代替低圧電源車，可搬型整流

器）については，原子炉建屋の外側から電力を供給する可搬

型重大事故等対処設備であり，重大事故の防止及び影響緩和

の観点から故障時の影響が大きい重要な設備であることか

ら，1.(1)に示す「2N＋α」の対象施設と考える。本設備の

台数を，第43.4-5表(1)に示す。 

   重大事故等対策の有効性評価において，本設備が担う代替

機能が要求されるのは，外部電源による給電に失敗している

状態である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 可搬型重大事故等対処設備の必要数算出における考慮事項 

 

 

これらの点に着目して必要となる容量を算出した結果を以下

に示す。 

 

(1) 可搬型代替交流電源設備（高圧発電機車） 

可搬型代替交流電源設備（高圧発電機車）については，原子

炉建物の外側から電力を供給する可搬型重大事故等対処設備

であり，重大事故の防止及び影響緩和の観点から故障時の影響

が大きい重要な設備であることから，1.(1)に示す「２ｎ＋α」

の対象施設と考える。本設備の台数を表７(1)に示す。 

 

 

重大事故等対策の有効性評価において，本設備が担う交流電

源の代替機能を要求するのは，外部電源による給電に失敗して

いる状態である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

  島根２号炉は，常設

の充電器盤を用いるこ

とから可搬型整流器は

使用しない（以下，②

の相違） 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，非常

用ディーゼル発電機が

使用可能でも代替所内

電気設備（緊急用 M/C

～SA1,2-C/C）への電源

供給は代替交流電源設

備から行う設計として

いる。また，柏崎 6/7

は屋外の代替原子炉補

機冷却系への電源供給

に可搬型代替交流電源

設備を使用するが，島

根２号炉は同様の設備
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前者の状態に対しては，早期の電源復旧が必須であること

から，常設代替交流電源設備による給電によって対応する。

従って，低圧代替注水系（常設）（復水移送ポンプ）等への電

源供給については，常設代替交流電源設備を期待し，本設備

に期待するのは更なる安全性向上のためにバックアップとし

て待機する場合である。 

後者の状態に対しては，可搬型代替交流電源設備（電源車）

による給電を待つことが可能である。 

従って，代替原子炉補機冷却系への電源供給については，

本設備を期待する。 

 

このとき，1 基あたり 2 台が必要となる。 

 

 

 

 

なお，低圧代替注水系（常設）（復水移送ポンプ）等への電

源供給と代替原子炉補機冷却系への電源供給を同時に行う状

態として，格納容器過圧・過温破損シナリオにおける代替循

環冷却系の実施がある。このシナリオは初期対応における常

設代替交流電源設備からの給電に成功して初めて成立するも

のであるため，前述の通り，低圧代替注水系（常設）（復水移

送ポンプ）等への電源供給は常設代替交流電源設備からの給

電とし，代替循環冷却系（熱交換器ユニット）への電源供給

は可搬型代替交流電源設備（電源車）によって実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   この状態においては，早期の代替交流電源の復旧が必要と

なる場合があることから，常設代替交流電源設備による給電

によって対応する。このため，本設備に期待するのは更なる

安全性向上のために予備として待機する場合である。 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このとき，早期の電源復旧が必須であることから，常設代替

交流電源設備による給電によって対応する。従って，低圧原子

炉代替注水系（常設）等への電源供給については，常設代替交

流電源設備を期待し，本設備に期待するのは更なる安全性向上

のためにバックアップとして待機する場合である。 

 

 

 

従って，ガスタービン発電機が使用不可能の場合のバックア

ップ電源として，本設備を期待する。 

 

このとき，３台が必要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に常設代替交流電源設

備から電源供給を行う

設計としている（以下，

③の相違） 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

③の相違 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 設備仕様の相違 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉では高圧

発電機車を有効性評価

において期待しない 
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図 3 重大事故等対策の有効性評価における給電対象 

 

一方，設置許可基準規則第三章（重大事故等対処施設）に

おいて，代替電源設備を要求しているのは表 1 に示す 14 条

文である。 

 

表 1 代替電源設備を要求している条文 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このうち，可搬型代替交流電源設備を必須のものとして要

求している条文は 45 条，46 条，57 条である。なお，45 条

 

 

 

 

 

 

 

 

一方，設置許可基準規則第三章（重大事故等対処施設）に

おいて，代替電源設備を要求しているのは，第43.4-2表に示

す14条文である。 

 

第43.4-2表 代替電源設備を要求している条文（１／２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第43.4-2表 代替電源設備を要求している条文（２／２） 

 

 

 

 

 

 

 

   このうち，可搬型代替交流電源設備を必須のものとして要

求している条文は45条，46条，57条である。なお，45条にお

 

 

 

 

 

 

図３ 重大事故等対策の有効性評価における給電対象 

 

一方，設置許可基準規則第三章（重大事故等対処施設）にお

いて，代替電源設備を要求しているのは表１に示す 14 条文で

ある。 

 

表１ 代替電源設備を要求している条文 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このうち，可搬型代替交流電源設備を必須のものとして要求

している条文は 45 条，46 条，57 条である。なお，45 条にお

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

・記載方針の相違  

【東海第二】 

 

 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

  島根２号炉は，可搬

型代替交流電源設備を

「必須のものとして要

求している条文」を明

示するために赤字とし

ている 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

43-130



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

における要求は，人力による高圧代替注水系等の起動及び十

分な期間の運転継続が容易に行えることから 6 号及び 7 号

炉については除外されるが，ここでは容量算定の観点から，

当該要求も加味する。 

 

45 条及び 57 条の可搬型代替直流電源設備に期待する場合

は，高圧代替注水系による原子炉注水を継続しつつ，各種計

測設備による状態監視を続けている状態である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方，46 条の可搬型代替直流電源設備に期待する場合は，

減圧操作を行う場合であり，同時に 57 条の可搬型代替交流

電源設備等に期待して低圧代替注水系（常設）による原子炉

注水を行いつつ，各種計測設備による状態監視を続けている

状態である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらは同時に発生することなく，いずれも 1 基あたり 2 

台以下の可搬型代替交流電源設備（電源車）にて実施可能で

ある。 

 

 

 

 

 

ける要求は，人力による原子炉隔離時冷却系等の起動及び十

分な期間の運転継続が容易であるが，ここでは容量算定の観

点から，当該要求も加味する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

   この状態での対応は，2台の可搬型代替低圧電源車にて実

施可能である。 

 

 

 

   一方，45条，46条及び57条の可搬型代替直流電源設備に期

待する場合は，原子炉隔離時冷却系等から低圧代替注水系

（可搬型）による原子炉注水継続に移行し，各種計測設備に

よる状態監視を続けている状態である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   この状態での対応は，1台の可搬型代替低圧電源車及び4台

の可搬型整流器にて実施可能である。 

 

 

 

 

 

 

ける要求は，人力による高圧原子炉代替注水系等の起動及び十

分な期間の運転継続が容易に行えることから除外されるが，こ

こでは容量算定の観点から，当該要求も加味する。 

 

 

45条及び 57条の可搬型直流電源設備に期待する場合は，高

圧原子炉代替注水系による原子炉注水を継続しつつ，各種計測

設備による状態監視を続けている状態である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方，46 条の可搬型直流電源設備に期待する場合は，減圧

操作を行う場合であり，高圧原子炉代替注水系等から低圧原子

炉代替注水系（可搬型）による原子炉注水継続に移行し，各種

計測設備による状態監視を続けている状態である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらは同時に発生することなく，いずれも，３台以下の可

搬型代替交流電源設備（高圧発電機車）にて実施可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は単独申

請（以下，④の相違） 

・資料構成の相違 

【東海第二】 

東海第二は２段落後

に 45 条，46 条，57 条

の可搬型代替直流電源

設備のことをあわせて

記載している 

・資料構成の相違 

【東海第二】 

  島根２号炉は，２段

落後に必要台数を記載

している 

・資料構成の相違 

【東海第二】 

  島根２号炉は，１段

落前に記載している 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉の低圧原

子炉代替注水系（常設）

は，常設代替交流電源

設備で運転を行い，そ

の場合は可搬型直流電

源設備は不要のため想

定する状態が異なる 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備仕様の相違 

・設備の相違 

【東海第二】 

 ②の相違 
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図 4 条文毎の給電対象 

 

 

 

 

以上の有効性評価における必要数，ならびに条文毎の最大

必要数から，必要となる容量は 1 基あたり 2 台となる。 

 

 

 

上述の通り，本設備は「2n＋α」の対象施設となることか

ら，2 セットを準備することが必要であるため，1 基あたり

2 台×2 セット＝4 台が必要となる。従って，6 号及び 7 号

炉合計で 8 台が必要数となる。 

 

 

 

 

 

 

(2) 可搬型代替注水ポンプ（消防車） 

可搬型代替注水ポンプ（消防車）については，原子炉建屋

の外側から水を供給する可搬型重大事故等対処設備であり，

重大事故の防止及び影響緩和の観点から故障時の影響が大き

い重要な設備であることから，1.(1)に示す「2n＋α」の対象

施設と考える。本設備の台数を表 8(1)に示す。 

 

重大事故等対策の有効性評価において，本設備が担う機能

を要求するのは，注水機能を有する設計基準対象施設が機能

喪失している状態，設計基準対象施設が有していない注水機

能が必要な状態，もしくは水源を補給する必要のある状態で

ある。 

 

 

 

 

 

 

第 43.4-2図 条文毎の給電対象 

 

 

 

 

   以上の条文毎の最大必要数から，可搬型代替交流電源設備

として可搬型代替低圧電源車の必要となる容量は2台とな

る。また，可搬型代替直流電源設備として可搬型代替低圧電

源車の必要となる容量は1台，可搬型整流器の必要となる容

量は4台となる。 

上述のとおり，本設備は「2N+α」の対象施設となること

から，2セットを準備することが必要であるため，可搬型代

替低圧電源車は，2台×2セット=4台，可搬型整流器は，4台

×2セット=8台が必要となる。 

 

 

 

 

 

 

(2) 可搬型代替注水中型ポンプ及び可搬型代替注水大型ポンプ 

   可搬型代替注水中型ポンプ及び可搬型代替注水大型ポン

プについては，原子炉建屋の外側から水を供給する用途を有

する可搬型重大事故等対処設備であり，重大事故の防止及び

影響緩和の観点から故障時の影響が大きい重要な設備であ

ることから，1.(1)に示す「2N＋α」の対象施設と考える。

本設備の個数を，第43.4-6表(1)に示す。 

   重大事故等対策の有効性評価において，本設備が担う機能

が要求されるのは，原子炉圧力容器への注水及び格納容器ス

プレイ機能を有する設計基準対象施設が機能喪失している

状態である。 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 条文毎の給電対象 

 

 

 

 

以上の有効性評価における必要数，ならびに条文毎の最大必

要数から，必要となる容量は３台となる。 

 

 

 

上述のとおり，本設備は「２ｎ＋α」の対象施設となること

から，２セットを準備することが必要であるため，３台×２セ

ット＝６台が必要数となる。 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 可搬型代替注水ポンプ（大量送水車） 

可搬型代替注水ポンプ（大量送水車）については，原子炉建

物の外側から水を供給する可搬型重大事故等対処設備であり，

重大事故の防止及び影響緩和の観点から故障時の影響が大き

い重要な設備であることから，1.(1)に示す「２ｎ＋α」の対

象施設と考える。本設備の台数を表７(1)に示す。 

 

重大事故等対策の有効性評価において，本設備が担う機能を

要求するのは，原子炉圧力容器への注水及び格納容器スプレイ

機能を有する設計基準対象施設が機能喪失している状態，設計

基準対象施設が有していない注水機能が必要な状態，もしくは

水源を補給する必要のある状態である。 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備仕様の相違 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備仕様の相違 

・設備の相違 

【東海第二】 

 ②の相違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

④の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

・有効性評価の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

  評価条件の違いによ

り，要求する機能が異

なる 
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炉心への注水・格納容器へのスプレイ機能を有する設計基

準対象施設が機能喪失している状態に対しては早期の機能回

復が必須であることから，低圧代替注水系（常設）（復水移送

ポンプ）等の常設設備による注水・スプレイによって対応す

る。従って，本設備に期待するのは更なる安全性向上のため

にバックアップとして待機する場合である。 

ただし，5 号炉東側第二保管場所に配備する等の考慮を行

うことにより，可搬型代替注水ポンプ（消防車）による早期

の機能回復を可能とする場合は，本設備を期待する。このと

き，常設設備の復旧後は中断も可能ではあるが，1 基あたり

4 台が必要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

格納容器内への注水のうち設計基準対象施設が有していな

い機能である格納容器下部への注水が必要な状態に対して

は，事象進展によっては早期の対応が必要であることから，

格納容器下部注水系（常設）による注水によって対応する。

従って，本設備に期待するのは更なる安全性向上のためにバ

ックアップとして待機する場合，もしくは事象進展が遅く可

搬型代替注水ポンプ（消防車）による注水を待つことが可能

な場合である。このとき，間欠使用による対応も可能ではあ

るが，1 基あたり 4 台が必要となる。 

 

   原子炉圧力容器への注水及び格納容器スプレイ機能を有

する設計基準対象施設が機能喪失している状態に対しては，

早期に代替する機能の確保が必要であることから，低圧代替

注水系（常設）である常設低圧代替注水系ポンプ等の常設設

備によって対応することとなる。 

 

ただし，以下の場合については，本設備による原子炉圧力

容器への注水等に期待する。 

 

 

  ａ．全交流動力電源喪失及び津波浸水による注水機能喪失 

    全交流動力電源喪失及び津波浸水による最終ヒートシ

ンク喪失では，原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系に

よる原子炉圧力容器への注水を確保するものの，事象発生

24時間は交流動力電源に期待しない条件を想定すること

から，可搬型代替注水中型ポンプ1セット2個を使用した高

所東側接続口又は高所西側接続口からの原子炉注水等に

期待する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

炉心への注水機能を有する設計基準対象施設が機能喪失し

ている状態に対しては早期の機能回復が必須であることから，

低圧原子炉代替注水系（常設）等の常設設備による注水によっ

て対応する。従って，本設備に期待するのは更なる安全性向上

のためにバックアップとして待機する場合である。 

 

ただし，全交流動力電源喪失等で低圧原子炉代替注水系（常

設）等の常設設備の早期の機能回復が出来ない場合は，本設備

を期待する。このとき，常設設備の復旧後は中断も可能ではあ

るが，１台が必要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

格納容器へのスプレイ機能を有する設計基準対象施設が機

能喪失している状態に対しては，事象進展によっては早期の対

応が必要であることから，格納容器代替スプレイ系（常設）に

よる格納容器スプレイによって対応する。従って，本設備に期

待するのは更なる安全性向上のためにバックアップとして期

待する場合，もしくは事象進展が遅く可搬型代替注水ポンプ

（大量送水車）による給水を待つことが可能な場合である。こ

のとき，常設設備の復旧後は中断も可能ではあるが１台が必要

となる。 

 

格納容器内への注水のうち設計基準対象施設が有していな

い機能である格納容器下部への注水が必要な状態に対しては，

事象進展によっては早期の対応が必要であることから，ペデス

タル代替注水系（常設）による注水によって対応する。従って，

本設備に期待するのは更なる安全性向上のためにバックアッ

プとして待機する場合，もしくは事象進展が遅く可搬型代替注

水ポンプ（大量送水車）による給水を待つことが可能な場合で

ある。このとき，間欠使用による対応も可能ではあるが，１台

が必要となる。 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，格納

容器スプレイの説明を

分けて記載 

 

・設備を期待する条件

の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

設備仕様の相違 

・資料構成の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，１段

落上に記載 

 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉では格納

容器スプレイの説明を

分けて記載 

 

 

 

 

 

・有効性評価の相違 

【東海第二】 

  評価条件の違いによ

り，要求する機能が異

なる 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 設備仕様の相違 
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使用済燃料プールへの注水機能を有する設計基準対象施設

が機能喪失している状態に対しては，使用済燃料プールに貯

蔵しうる燃料の崩壊熱と使用済燃料プール内の水量との関係

から，可搬型代替注水ポンプ（消防車）による給水を待つこ

とが可能である。従って，使用済燃料プールへの注水につい

ては，本設備を期待する。このとき，間欠使用による対応も

可能ではあるが，1 基あたり 4 台が必要となる。 

 

 

水源を補給する必要のある状態に対しては，設計基準対象

施設である復水貯蔵槽が有する水量と各シナリオにおける水

の使用量との関係から，可搬型代替注水ポンプ（消防車）に

よる給水を待つことが可能である。従って，復水貯蔵槽への

水源補給については，本設備を期待する。このとき，一時中

断も可能ではあるが，1 基あたり 4台が必要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 重大事故等対策の有効性評価における給水対象 

 

これらの可搬型代替注水ポンプによる給水は同時に実施す

る可能性もあるが，いずれも間欠使用による対応または常設

設備復旧による中断が可能なものであり，復水貯蔵槽に十分

  ｂ．想定事故１及び想定事故２ 

    想定事故１及び想定事故２では，常設低圧代替注水系ポ

ンプを使用した使用済燃料プール注水に期待することも

できるが，評価上，可搬型代替注水中型ポンプ1セット2個

を使用した高所東側接続口又は高所西側接続口からの使

用済燃料プールへの注水に期待する。なお，原子炉運転中

に想定事故１又は想定事故２が発生した場合については，

常設低圧代替注水系ポンプ等によって対応するため，本設

備に期待するのは更なる安全性向上のために予備として

待機する場合である。 

    水源を補給する必要のある事象は，代替淡水貯槽を水源

とした常設低圧代替注水系ポンプによる原子炉注水等及

び格納容器圧力逃がし装置を使用した格納容器ベントを

実施する事象であり，西側淡水貯水設備を水源とした可搬

型代替注水中型ポンプ1個を使用した代替淡水貯槽への補

給に期待する。この場合，可搬型代替注水中型ポンプ1個

を使用した高所東側接続口又は高所西側接続口からの原

子炉注水等を行っていないため，ａ．及びｂ．で使用を想

定する可搬型代替注水中型ポンプを使用することとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 43.4-3図 重大事故等対策の有効性評価における給水対象 

 

 

 

 

 

燃料プールへの注水機能を有する設計基準対象施設が機能

喪失している状態に対しては，燃料プールに貯蔵しうる燃料の

崩壊熱と燃料プール内の水量との関係から，可搬型代替注水ポ

ンプ（大量送水車）による給水を待つことが可能である。従っ

て，燃料プールへの注水については，本設備を期待する。この

とき，間欠使用による対応も可能ではあるが，１台が必要とな

る。 

 

 

水源を補給する必要のある状態に対しては，重大事故等対処

設備である低圧原子炉代替注水槽が有する水量と各シナリオ

における水の使用量との関係から，可搬型代替注水ポンプ（大

量送水車）による給水を待つことが可能である。従って，低圧

原子炉代替注水槽への水源補給については，本設備を期待す

る。このとき，一時中断も可能ではあるが，１台が必要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 重大事故等対策の有効性評価における給水対象 

 

これらの可搬型代替注水ポンプによる給水は同時に実施す

る可能性もあるが，いずれも間欠使用による対応または常設設

備復旧による中断が可能なものであり，低圧原子炉代替注水槽

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 設備仕様の相違 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 設備仕様の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・記載方針の相違 

【東海第二】 
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な淡水が貯蔵でき，炉心注水・格納容器スプレイのための常

設設備の復旧ができた段階で淡水補給等を一時中断すること

で対応可能である。水使用の観点から厳しいシナリオとなる

格納容器過圧・過温破損シナリオ（代替循環冷却を使用しな

い場合）の復水貯蔵槽の水量変化を図 6 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 復水貯蔵槽の水量変化 

（格納容器過圧・過温シナリオ（代替循環冷却を使用しない場合）） 

 

 

また，復水貯蔵槽の水量の観点から厳しいシナリオとなる

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱（DCH），原子炉圧

力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用（FCI）及び溶融炉心・

コンクリート相互作用（MCCI）シナリオにおける復水貯蔵槽

の水量変化を図 7 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に十分な淡水が貯蔵でき，炉心注水・格納容器スプレイ・格納

容器下部注水のための常設設備の復旧ができた段階で淡水補

給等を一時中断することで対応可能である。水使用の観点及び

低圧原子炉代替注水槽の水量の観点から厳しいシナリオとな

る崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）の低圧

原子炉代替注水槽の水量変化を図６に示す。 

 

 

 

 

 

図６ 低圧原子炉代替注水槽の水量変化 

（崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

  島根２号炉は，“水量

の観点”と “水使用の

観点”で厳しいシナリ

オが同一となるため，

まとめて記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

  島根２号炉は，“水量

の観点”と “水使用の

観点”で厳しいシナリ

オが同一となるため，

前段落にまとめて記載 
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図 7 復水貯蔵槽の水量変化（DCH，FCI，MCCI シナリオ） 

 

これらの復水貯蔵槽への補給に対して，使用済燃料プール

への注水は，仮に原子炉停止中の重大事故等対策の有効性評

価の想定事故１または２が発生したとしても，燃料有効長頂

部まで水位が低下するまでの時間はいずれも 3 日以上であ

り，図 6 及び図 7 右端より後の復水貯蔵槽水位回復後に対応

可能である。かつ，7 日間合計でも最大で約 3,300m3（45m3/h 

で注水した場合でも 3 日強で注水可能）と十分余裕のできる

使用量である。 

 

可搬型代替注水ポンプ（消防車）を用いた格納容器下部へ

の注水は間欠使用による対応が可能なものであり，かつ，

180m3 相当と十分余裕のできる使用量である。 

従って，前述の通り，復水貯蔵槽に十分な淡水が貯蔵でき，

炉心注水・格納容器スプレイのための常設設備の復旧ができ

た段階で淡水補給等を一時中断することでいずれも対応可能

である。 

 

一方，設置許可基準規則第三章（重大事故等対処施設）に

おいて，代替注水等設備を要求しているのは表 2 に示す 5 条

文である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方，設置許可基準規則第三章（重大事故等対処施設）に

おいて，代替注水等設備を要求しているのは，第43.4-3表に

示す5条文である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

低圧原子炉代替注水槽への補給に対して，燃料プールへの注

水は，仮に原子炉停止中の重大事故等対策の有効性評価の想定

事故１または２が発生したとしても，燃料有効長頂部まで水位

が低下するまでの時間はいずれも３日以上であり，図６の低圧

原子炉代替注水槽水位回復後に対応可能である。かつ，７日間

合計でも最大で約 3,600m3（48m3/hで注水した場合でも３日強

で注水可能）と十分余裕のできる使用量である。 

 

 

 

 

 

従って，前述のとおり，低圧原子炉代替注水槽に十分な淡水

が貯蔵でき，炉心注水・格納容器スプレイ・格納容器下部注水

のための常設設備の復旧ができた段階で淡水補給等を一時中

断することでいずれも対応可能である。 

 

一方，設置許可基準規則第三章（重大事故等対処施設）にお

いて，代替注水等設備を要求しているのは表２に示す８条文で

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

  設備の相違による必
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【柏崎 6/7】 
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表 2 代替注水等設備を要求している条文 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このうち，可搬型代替注水等設備を必須のものとして要求

している条文は 47 条，54条である。 

47 条の可搬型代替注水設備に期待する場合は，低圧代替注

水系（常設）等の常設設備による原子炉注水に失敗している

状態であり，可搬型代替注水ポンプによる原子炉注水を続け

ている状態である。重大事故等発生時点においては期待でき

ないものであり，かつ初期の低圧代替注水系（常設）等の常

設設備による原子炉注水に成功しなければ基本的には燃料損

傷防止・格納容器破損防止が成立しないことから，条文上要

求されているものではあるが，更なる安全性向上のためのバ

ックアップという位置付けとなる。 

 

 

ただし，5 号炉東側第二保管場所に配備する等の考慮を行

うことにより，可搬型代替注水ポンプ（消防車）による早期

の機能回復を可能とする場合は，本設備による燃料損傷防

止・格納容器破損防止も成立する。このための必要数は 1 基

あたり 4 台である。 

 

一方，54 条の可搬型代替注水設備に期待する場合は，崩壊

熱等によって徐々に減少する使用済燃料プール水位を維持す

るために間欠使用による対応も可能な状態である。このため

の必要数は 1 基あたり 4 台であり，前述の通り復水貯蔵槽へ

の補給等と同時に発生しても復水貯蔵槽への補給等を一時中

断することで対応可能である。 

 

 

 

第43.4-3表 代替注水等設備を要求している条文 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   このうち，可搬型代替注水等設備を必須のものとして要求

している条文は47条，54条である。 

   47条の可搬型代替注水設備に期待する場合は，ａ．及びｂ．

に記載する可搬型代替注水中型ポンプに期待する場合であ

る。このための必要数は可搬型代替注水中型ポンプ1セット2

個（高所東側接続口又は高所西側接続口を使用）である。な

お，燃料損傷防止・格納容器破損防止が成立しない場合もあ

るが，可搬型代替注水大型ポンプを用いた対策も整備する。

このための必要数は可搬型代替注水大型ポンプ1セット1個

（東側接続口又は西側接続口を使用）である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   また，54条の可搬型代替注水設備に期待する状態は，崩壊

熱等によって徐々に減少する使用済燃料プール水位を維持

するために間欠的に注水を行っている状態である。このため

の必要数は可搬型代替注水中型ポンプ2個（高所東側接続口

又は高所西側接続口を使用）又は可搬型代替注水大型ポンプ

1セット1個（東側接続口又は西側接続口を使用）である。こ

こで，可搬型代替注水設備及び接続口は47条と兼用している

ことから，47条の必要数に包含される。 

 

表２ 代替注水等設備を要求している条文 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このうち，可搬型代替注水等設備を必須のものとして要求し

ているのは 47条，54 条である。 

47 条の可搬型注水設備に期待する場合は，低圧原子炉代替

注水系（常設）等の常設設備による原子炉注水に失敗している

状態であり，可搬型代替注水ポンプによる原子炉注水を続けて

いる状態である。重大事故等発生時点においては期待できない

ものであり，かつ初期の低圧原子炉代替注水系（常設）等の常

設設備による原子炉注水に成功しなければ基本的には燃料損

傷防止・格納容器破損防止が成立しないことから，条文上要求

されているものではあるが，更なる安全性向上のためのバック

アップという位置づけとなる。 

 

 

ただし，全交流動力電源喪失等で低圧原子炉代替注水系（常

設）等の常設設備の早期の機能回復が出来ない場合は，本設備

による燃料損傷防止・格納容器破損防止も成立する。このため

の必要数は１台である。 

 

 

一方，54 条の可搬型代替注水設備に期待する場合は，崩壊

熱等によって徐々に減少する燃料プール水位を維持するため

に間欠使用による対応も可能な状態である。このための必要数

は１台であり，前述のとおり，低圧原子炉代替注水槽への補給

等と同時に発生しても低圧原子炉代替注水槽への補給を一時

中断することで対応可能である。 

 

 

 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

  島根２号炉は，可搬

型代替注水等設備を

「必須のものとして要

求している条文」を明

示するために赤字とし

ている 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

東海第二の可搬型代

替注水中型ポンプは２

台組合せて系統構成さ

れるが，島根２号炉の

大量送水車は１台で系

統構成する設計として

いる（以下，⑤の相違） 

・設備を期待する条件

の相違 

【柏崎 6/7】 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 設備仕様の相違 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 設備仕様の相違 

・設備の相違 

【東海第二】 

 ⑤の相違 
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54 条の可搬型スプレイ設備に期待する場合は，重大事故等

対策の有効性評価の範疇を超える使用済燃料プールの損傷が

発生し，注水による水位維持が出来ず，スプレイによる可能

な限りの影響緩和を行っている状態である。可搬型スプレイ

ヘッダを使用できる場合は当該設備を設置してスプレイを行

うが，使用済燃料プールの損傷の規模によっては可搬型スプ

レイヘッダの設置場所への据え付けが困難となるため，その

ような状態においては更なる信頼性向上策である常設スプレ

イヘッダを用いてスプレイを行う。いずれの場合においても

可搬型スプレイ設備の台数を増やすことで影響緩和の程度を

拡大することも可能であるが，必要数としては 1 基あたり最

低 4 台で影響緩和が可能である。このような状態は，2.に記

載の「第３７条において想定する（中略）使用済燃料貯蔵槽

内における想定事故」には該当しないことから，前述の通り，

「想定する重大事故等」を超える状態であり，大規模損壊に

繋がる状態の一種となる。従って，6 号及び 7 号炉のいずれ

か 1 基で当該状態になった場合の必要数 1 セットに加えて

設備の信頼度等を考慮して 6 号及び 7 号炉合計で 1 台の予

備を確保することとし，「2n＋α」の対象施設としての必要数

算出においては，総数として包含されることを確認する。 

 

以上の有効性評価における必要数，ならびに条文毎の最大

必要数から，必要となる容量は 1 基あたり 4 台となる。上述

の通り，本設備は「2n＋α」の対象施設となることから，2 セ

ットを準備することが必要であるため，1 基あたり 4 台×2 

セット＝8 台が必要となる。従って，6 号及び 7 号炉合計で

16 台が必要数となる。この必要数は 54 条の可搬型スプレイ

設備の必要数及び予備の 6 号及び 7 号炉合計で 5 台を総数

として包含するものである。 

 

(3) 代替原子炉補機冷却系 

代替原子炉補機冷却系（代替循環冷却系の熱交換器ユニッ

ト等を含む）については，タービン建屋の外側もしくは建屋

内に設置した接続口を通じて原子炉建屋内の残留熱除去系熱

交換器及び燃料プール冷却浄化系熱交換器との間で淡水を循

環させるとともに，取水した海水を使用して車載熱交換器に

よって除熱を行うための可搬型重大事故等対処設備であり，

重大事故の防止及び影響緩和の観点から故障時の影響が大き

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   以上の有効性評価における必要数，及び条文毎の最大必要

数から，必要となる容量は可搬型代替注水中型ポンプが1セ

ット2個，可搬型代替注水大型ポンプが1セット1個となる。

上述のとおり，本設備は「2N+α」の対象施設となることか

ら，2セットを準備することが必要であるため，可搬型代替

注水中型ポンプが2個×2セット＝4個，可搬型代替注水大型

ポンプが1個×2セット＝2個が必要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

54 条の可搬型スプレイ設備に期待する場合は，重大事故等

対策の有効性評価の範疇を超える燃料プールの損傷が発生し，

注水による水位維持ができず，スプレイによる可能な限りの影

響緩和を行っている状態である。可搬型スプレイノズルを使用

できる場合は当該設備を設置してスプレイを行うが，燃料プー

ルの損傷の規模によっては可搬型スプレイノズルの設置場所

への据え付けが困難となるため，そのような状態においては更

なる信頼性向上策である常設スプレイヘッダを用いてスプレ

イを行う。いずれの場合においても可搬型スプレイ設備の台数

を増やすことで影響緩和の程度を拡大することも可能である

が，必要数としては最低１台で影響緩和が可能である。このよ

うな状態は，2．に記載の「第 37条において想定する（中略）

使用済燃料貯蔵槽内における想定事故」には該当しないことか

ら，前述のとおり，「想定する重大事故等」を超える状態であ

り，大規模損壊に繋がる状態の一種となる。従って，当該状態

になった場合の必要数１セットに加えて設備の信頼度等を考

慮して１台の予備を確保することとし，「２ｎ＋α」の対象施

設としての必要数算出においては，総数として包含されること

を確認する。 

 

 

以上の有効性評価における必要数，ならびに条文毎の最大必

要数から，必要となる容量は１台となる。上述のとおり，本設

備は「２ｎ＋α」の対象施設となることから，２セットを準備

することが必要であるため，１台×２セット＝２台が必要とな

る。この必要数は 54 条の可搬型スプレイ設備の必要数及び予

備の３台を総数として包含するものである。 

 

 

 

(3) 原子炉補機代替冷却系 

原子炉補機代替冷却系（代替循環冷却系の熱交換器ユニット

を含む）については，原子炉建物の外側に設置した接続口を通

じて原子炉建物内の残留熱除去系熱交換器及び燃料プール冷

却系熱交換器との間で淡水を循環させるとともに，取水した海

水を使用して車載熱交換器によって除熱を行うための可搬型

重大事故等対処設備であり，重大事故の防止及び影響緩和の観

点から故障時の影響が大きい重要な設備であることから，

・記載方針の相違 

【東海第二】 

  島根２号炉は，54条

の可搬型スプレイ設備

の必要数について記載

している 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 設備仕様の相違 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 ④の相違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 設備仕様の相違 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 設備仕様の相違 

・設備の相違 

【東海第二】 

 ⑤の相違 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

  東海第二は，緊急用

海水ポンプ（常設重大

事故等対処設備）によ

り海への最終ヒートシ

ンクを行う（以下，⑥

の相違） 
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い重要な設備であることから，1.(1)に示す「2n＋α」の対象

施設と考える。本設備の台数を表 8(1)に示す。 

なお，格納容器内での重大事故の防止及び影響緩和の観点

からは，格納容器ベントの前に使用する設備であり，仮に故

障した場合には格納容器ベントによって除熱機能を維持する

ことも可能である。また，除熱設備という特徴から，注水や

電源供給のための設備と異なり，初期対応においては不要で

あるため，現場状況等を考慮した対応も可能である。 

 

重大事故等対策の有効性評価において，本設備が担う機能

を要求するのは，海水を用いた除熱機能が喪失している状態

である。前述の通り初期対応においては不要であり，一定時

間経過後の除熱機能復旧の段階において，本設備に期待する。

このとき，1 基あたり 1 式（熱交換器ユニット 1 式，大容量

送水車（熱交換器ユニット用）1 台）が必要となる。 

 

一方，設置許可基準規則第三章（重大事故等対処施設）に

おいて，代替除熱設備を要求しているのは表 3 に示す 2 条文

である。 

 

表 3 代替除熱設備を要求している条文 

 

 

 

 

 

このうち，可搬型の代替除熱設備を必須のものとして要求

している条文は 48 条である。 

48 条の可搬型代替除熱設備に期待する場合は，海水を用い

た除熱機能が喪失している状態である。このための必要数は

1 基あたり 1 式（熱交換器ユニット 1 式，大容量送水車（熱

交換器ユニット用）1 台）である。 

なお，上述の通り，一定時間経過後に期待するものである

ため，常設代替除熱設備である格納容器ベント（格納容器圧

力逃がし装置）を用いて最終ヒートシンクへの熱輸送を達成

することも可能である。 

以上の有効性評価における必要数，ならびに条文毎の最大

必要数から，必要となる容量は，原子炉圧力容器・原子炉格

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.(1)に示す「２ｎ＋α」の対象施設と考える。本設備の台数

を表７(1)に示す。 

なお，格納容器内での重大事故の防止及び影響緩和の観点か

らは，格納容器フィルタベントの前に使用する設備であり，仮

に故障した場合には格納容器フィルタベントによって除熱機

能を維持することも可能である。また，除熱設備という特徴か

ら，注水や電源供給のための設備と異なり，初期対応において

は不要であるため，現場状況等を考慮した対応も可能である。 

 

重大事故等対策の有効性評価において，本設備が担う機能を

要求するのは，海水を用いた除熱機能が喪失している状態であ

る。前述のとおり初期対応においては不要であり，一定時間経

過後の除熱機能復旧の段階において，本設備に期待する。この

とき１式（移動式代替熱交換設備１台，大型送水ポンプ車１台）

が必要となる。 

 

一方，設置許可基準規則第三章（重大事故等対処施設）にお

いて，代替除熱設備を要求しているのは表３に示す２条文であ

る。 

 

表３ 代替除熱設備を要求している条文 

 

 

 

 

 

このうち，可搬型の代替除熱設備を必須のものとして要求し

ている条文は 48条である。 

48 条の可搬型代替除熱設備に期待する場合は，海水を用い

た除熱機能が喪失している状態である。このための必要数は１

式（移動式代替熱交換設備１台，大型送水ポンプ車１台）であ

る。 

なお，上述のとおり，一定時間経過後に期待するものである

が，仮に故障した場合には常設代替除熱設備である格納容器フ

ィルタベント（格納容器圧力逃がし装置）を用いて最終ヒート

シンクへの熱輸送を達成することも可能である。 

以上の有効性評価における必要数，ならびに条文毎の最大必

要数から，必要となる容量は，原子炉圧力容器・原子炉格納容
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納容器と使用済燃料プールの除熱を同時に行うことができる

1 基あたり 1 式（熱交換器ユニット 1 式，大容量送水車（熱

交換器ユニット用）1 台）となる。上述の通り，本設備は「2n

＋α」の対象施設となることから，2 セットを準備すること

が必要であるため，1 基あたり 1 式×2 セット＝2 式が必要

となる。従って，6 号及び 7 号炉合計で 4 式が必要数となる。 

 

 

 

 

 

(4) 大容量送水車（海水取水用） 

大容量送水車（海水取水用）については，淡水が必要な量

を確保できない場合において，原子炉建屋の外側から水を供

給する可搬型重大事故等対処設備であり，重大事故の防止及

び影響緩和の観点から故障時の影響が大きい重要な設備であ

ることから，1.(1)に示す「2n＋α」の対象施設と考える。本

設備の台数を表8(1)に示す。 

 

重大事故等対策の有効性評価においては，事象を収束する

ために必要な水を淡水のみで確保可能であることから，本設

備が担う機能は要求されない。 

 

一方，設置許可基準規則第三章（重大事故等対処施設）に

おいて，海水取水設備を要求しているのは表 4 に示す 56 条

のみである。 

 

表 4 海水取水設備を要求している条文 

 

 

 

56 条の大容量送水車（海水取水用）に期待する場合は，淡

水補給機能が喪失している状態である。上述の通り，事象収

束に必要な淡水は確保しており，それでも淡水が不足する場

合において使用する設備であることから，条文上要求されて

いるものではあるが，更なる安全性向上のためのバックアッ

プという位置付けとなる。このための必要数は2 基で1 台で

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

器と燃料プールの除熱を同時に行うことができる１式（移動式

代替熱交換設備１台，大型送水ポンプ車１台）となる。上述の

とおり，本設備は「２ｎ＋α」の対象施設となることから，２

セットを準備することが必要であるため，１式×２セット＝２

式が必要となる。 

 

 

 

 

 

 

(4)大量送水車 

大量送水車については，淡水が必要な量を確保できない場合

において，原子炉建物の外側から水を供給する可搬型重大事故

等対処設備であり，重大事故の防止及び影響緩和の観点から故

障時の影響が大きい重要な設備であることから，1.(1)に示す

「２ｎ＋α」の対象施設と考える。本設備の台数を表７(1)に

示す。 

 

重大事故等対策の有効性評価においては，事象を収束するた

めに必要な水を淡水のみで確保可能であることから，本設備が

担う機能は要求されない。 

 

一方，設置許可基準規則第三章（重大事故等対処施設）にお

いて，海水取水設備を要求しているのは表４ に示す 56 条の

みである。 

 

表４ 海水取水設備を要求している条文 

 

 

 

56 条の大量送水車に期待する場合は，淡水補給機能が喪失

している状態である。上述のとおり，事象収束に必要な淡水は

確保しており，それでも淡水が不足する場合において使用する

設備であることから，条文上要求されているものではあるが，

更なる安全性向上のためのバックアップという位置付けとな

る。このための必要数は各１台である。 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 
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 ④の相違 

・設備の相違 
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 設備仕様の相違 
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以上の有効性評価における必要数，ならびに条文毎の最大

必要数から，必要となる容量は 2 基で 1 台となる。上述の通

り，本設備は「2n＋α」の対象施設となることから，2 セッ

トを準備することが必要であるため，6 号及び 7 号炉合計で

2 台が必要数となる。 

 

(5) 高圧窒素ガスボンベ 

 

高圧窒素ガスボンベについては，負荷に直接接続する可搬

型重大事故等対処設備であり，1.(2)に示す「n＋α」の対象

施設と考える。本設備の台数を表 8(2)に示す。 

 

重大事故等対策の有効性評価において，本設備が担う機能

を要求するのは，減圧機能を有する逃がし安全弁の作動機能

が喪失している状態である。初期対応としてこのような状態

になった場合，高圧注水機能が健全であれば早期の対応は不

要であるが，高圧注水機能が機能喪失している状態が重畳し

た場合においては早期に機能回復させ，減圧・低圧注水を行

う必要がある。しかしながら，早期機能回復は困難であるこ

とから，減圧機能の多重性・頑健性確保による機能喪失回避

が必須である。従って，減圧機能の維持において，本設備に

期待する。このとき，1 基あたり 5 本が必要となる。 

 

 

一方，設置許可基準規則第三章（重大事故等対処施設）に

おいて，代替ボンベ等ガス供給設備を要求しているのは表 5 

に示す 2 条文である。 

 

表 5 代替ボンベ等ガス供給設備を要求している条文 

 

 

 

 

このうち，可搬型の代替ボンベ等ガス供給設備を必須のも

のとして要求している条文は46 条である。 

46 条の可搬型代替ボンベ設備に期待する場合は，減圧用の

逃がし安全弁操作用のガスが喪失している状態である。上述

 

 

 

 

 

 

 

(3) 非常用窒素供給系高圧窒素ボンベ 

 

   非常用窒素供給系高圧窒素ボンベについては，負荷に直接

接続する可搬型重大事故等対処設備であり，1.(2)に示す「N

＋α」の対象施設と考える。本設備の台数を，第43.4-5表(2)

に示す。 

   重大事故等対策の有効性評価において，本設備が担う機能

を要求するのは，減圧機能を有する逃がし安全弁の作動機能

が喪失している状態である。初期対応としてこのような状態

になった場合，高圧注水機能が健全であれば早期の対応は不

要であるが，高圧注水機能が機能喪失している状態が重畳し

た場合においては，早期に機能回復させ，減圧・低圧注水を

行う必要がある。しかしながら，早期機能回復は困難である

ことから，減圧機能の多重性・頑健性確保による機能喪失回

避が必須である。したがって，減圧機能の維持において，本

設備に期待する。このとき，1セット10個の非常用窒素供給

系高圧窒素ボンベが必要となる。 

 

   一方，設置許可基準規則第三章(重大事故等対処施設)にお

いて，代替ボンベ等ガス供給設備を要求しているのは，第

43.4-4表に示す2条文である。 

 

第43.4-4表 代替ボンベ等ガス供給設備を要求している条文 

 

 

 

 

   このうち，可搬型の代替ボンベ等ガス供給設備を必須のも

のとして要求している条文は46条である。 

   46条の可搬型代替ボンベ設備に期待する場合は，減圧用の

逃がし安全弁操作用のガスが喪失している状態である。上述

 

以上の有効性評価における必要数，ならびに条文毎の最大必

要数から，必要となる容量は各１台となる。上述のとおり，本

設備は「２ｎ＋α」の対象施設となることから，２セットを準

備することが必要であるため，合計で各２台が必要数となる。 

 

 

(5) 逃がし安全弁用窒素ガスボンベ 

 

逃がし安全弁用窒素ガスボンベについては，負荷に直接接続

する可搬型重大事故等対処設備であり，1.(2)に示す「ｎ＋α」

の対象施設と考える。本設備の台数を表７(2)に示す。 

 

重大事故等対策の有効性評価において，本設備が担う機能を

要求するのは，減圧機能を有する逃がし安全弁の作動機能が喪

失している状態である。初期対応としてこのような状態になっ

た場合，高圧注水機能が健全であれば早期の対応は不要である

が，高圧注水機能が機能喪失している状態が重畳した場合にお

いては早期に機能回復させ，減圧・低圧注水を行う必要がある。

しかしながら，早期機能回復は困難であることから，減圧機能

の多重性・頑健性確保による機能喪失回避が必須である。従っ

て，減圧機能の維持において，本設備に期待する。このとき，

15本が必要となる。 

 

 

一方，設置許可基準規則第三章（重大事故等対処施設）にお

いて，代替ボンベ等ガス供給設備を要求しているのは表５に示

す２条文である。 

 

表５ 代替ボンベ等ガス供給設備を要求している条文 

 

 

 

 

このうち，可搬型の代替ボンベ等ガス供給設備を必須のもの

として要求している条文は 46条である。 

46 条の可搬型代替ボンベ設備に期待する場合は，減圧用の

逃がし安全弁操作用のガスが喪失している状態である。上述の

④の相違 
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の通り，初期対応として期待する設備ではないことから，条

文上要求されているものではあるが，更なる安全性向上のた

めのバックアップという位置付けとなる。このための必要数

は1 基あたり5 本である。 

 

以上の有効性評価における必要数，ならびに条文毎の最大

必要数から，必要となる容量は 1 基あたり 5 本となる。上述

の通り，本設備は「n＋α」の対象施設となることから，1 セ

ットを準備することが必要であるため，6 号及び 7 号炉それ

ぞれで 5 本ずつが必要数となる。 

 

 

(6) 逃がし安全弁用可搬型蓄電池 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池については，負荷に直接接続

する可搬型重大事故等対処設備であり，1.(2)に示す「n＋α」

の対象施設と考える。本設備の台数を表8(2)に示す。 

 

重大事故等対策の有効性評価において，本設備が担う機能

を要求するのは，減圧機能を有する逃がし安全弁の作動機能

が喪失している状態である。初期対応としてこのような状態

になった場合，高圧注水機能が健全であれば早期の対応は不

要であるが，高圧注水機能が機能喪失している状態が重畳し

た場合においては早期に機能回復させ，減圧・低圧注水を行

う必要がある。しかしながら，早期機能回復は困難であるこ

とから，減圧機能の多重性・頑健性確保による機能喪失回避

が必須である。従って，減圧機能の維持において，本設備に

期待する。このとき，1 基あたり1 個が必要となる。 

 

 

一方，設置許可基準規則第三章（重大事故等対処施設）にお

いて，逃がし安全弁用可搬型蓄電池を要求しているのは表 6 に

示す 46 条のみである。 

 

 

 

 

 

 

のとおり，初期対応として期待する設備ではないことから，

条文上要求されているものではあるが，更なる安全性向上の

ための予備という位置付けとなる。このための必要数は1セ

ット10個である。 

 

   以上の有効性評価における必要数及び条文毎の最大必要

数から，必要となる容量は10個となる。上述のとおり，本設

備は「N+α」の対象施設となることから，1セットを準備す

ることが必要であるため，10個が必要数となる。 

 

 

 

(4) 逃がし安全弁用可搬型蓄電池 

   逃がし安全弁用可搬型蓄電池については，負荷に直接接続

する可搬型重大事故等対処設備であり，1.(2)に示す「N＋α」

の対象施設と考える。本設備の台数を，第43.4-5表(2)に示

す。 

   重大事故等対策の有効性評価において，本設備が担う機能

を要求するのは，減圧機能を有する主蒸気逃がし安全弁の作

動機能が喪失している状態である。初期対応としてこのよう

な状態になった場合，高圧注水機能が健全であれば早期の対

応は不要であるが，高圧注水機能が機能喪失している状態が

重畳した場合においては早期に機能回復させ，減圧・低圧注

水を行う必要がある。しかしながら，早期機能回復は困難で

あることから，減圧機能の多重性・頑健性確保による機能喪

失回避が必須である。したがって，減圧機能の維持において，

本設備に期待する。このとき，2個の逃がし安全弁用可搬型

蓄電池が必要となる。 

 

   一方，設置許可基準規則第三章(重大事故等対処施設)にお

いて，代替ボンベ等ガス供給設備を要求しているのは，第

43.4-5表に示す46条のみである。 

 

 

 

 

 

 

とおり，初期対応として期待する設備ではないことから，条文

上要求されているものではあるが，更なる安全性向上のための

バックアップという位置づけとなる。このための必要数は 15

本である。 

 

以上の有効性評価における必要数，ならびに条文毎の最大必

要数から，必要となる容量は 15 本となる。上述のとおり，本

設備は「ｎ＋α」の対象施設となることから，１セットを準備

することが必要であるため，15本が必要数となる。 

 

 

 

(6) 主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室） 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）については，負荷

に直接接続する可搬型重大事故等対処設備であり，1.(2)に示

す「ｎ＋α」の対象施設と考える。本設備の台数を表７(2)に

示す。 

重大事故等対策の有効性評価において，本設備が担う機能を

要求するのは，減圧機能を有する逃がし安全弁の作動機能が喪

失している状態である。初期対応としてこのような状態になっ

た場合，高圧注水機能が健全であれば早期の対応は不要である

が，高圧注水機能が機能喪失している状態が重畳した場合にお

いては早期に機能回復させ，減圧・低圧注水を行う必要がある。

しかしながら，早期機能回復は困難であることから，減圧機能

の多重性・頑健性確保による機能喪失回避が必須である。従っ

て，減圧機能の維持において，本設備に期待する。このとき，

２個が必要となる。 

 

 

一方，設置許可基準規則第三章（重大事故等対処施設）にお

いて，主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）を要求してい

るのは表６に示す 46 条である。 
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 設備仕様の相違 

・設備の相違 
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④の相違 
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表 6 逃がし安全弁用可搬型蓄電池を要求している条文 

 

 

 

 

46 条の逃がし安全弁用可搬型蓄電池に期待する場合は，減

圧用の逃がし安全弁操作用の直流電源が喪失している状態で

ある。上述の通り，初期対応として期待する設備ではないこ

とから，条文上要求されているものではあるが，更なる安全

性向上のためのバックアップという位置付けとなる。このた

めの必要数は1 基あたり1 個である。 

 

 

以上の有効性評価における必要数，ならびに条文毎の最大

必要数から，必要となる容量は 1 基あたり 1 個となる。上述

の通り，本設備は「n＋α」の対象施設となることから，1 セ

ットを準備することが必要であるため，6 号及び 7 号炉それ

ぞれで 1 個ずつが必要数となる。 

 

 

 

 

 

(7) 遠隔空気駆動弁操作用ボンベ 

遠隔空気駆動弁操作用ボンベについては，負荷に直接接続

する可搬型重大事故等対処設備であり，1.(2)に示す「n＋α」

の対象施設と考える。本設備の台数を表8(2)に示す。 

 

重大事故等対策の有効性評価において，本設備が担う機能

を要求するのは，格納容器圧力逃がし装置の遠隔空気駆動弁

の中央制御室からの遠隔操作機能が喪失している状態であ

る。格納容器圧力逃がし装置は事象初期においては使用しな

いことから，このような状態になった場合，早期の対応は不

要であるが，格納容器圧力逃がし装置の機能に期待するまで

の間に機能回復させる必要がある。しかしながら，早期機能

回復は困難であることから，遠隔空気駆動弁の操作機能の多

様性・頑健性確保による機能喪失回避が必須である。従って，

格納容器圧力逃がし装置の機能維持において，本設備に期待

第43.4-5表 代替ボンベ等ガス供給設備を要求している条文 

 

 

 

 

   46条の逃がし安全弁用可搬型蓄電池に期待する場合は，減

圧用の主蒸気逃がし安全弁操作用の直流電源が喪失してい

る状態である。上述のとおり，初期対応として期待する設備

ではないことから，条文上要求されているものではあるが，

更なる安全性向上のための予備という位置付けとなる。この

ための必要数は2個である。 

 

 

   以上の有効性評価における必要数及び条文毎の最大必要

数から，必要となる容量は2個となる。上述のとおり，本設

備は「N+α」の対象施設となることから，1セットを準備す

ることが必要であるため，2個が必要数となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表６ 主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）を要求している条

文 

 

 

 

46 条の主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）に期待す

る場合は，減圧用の逃がし安全弁操作用の直流電源が喪失して

いる状態である。上述のとおり，初期対応として期待する設備

ではないことから，条文上要求されているものではあるが，更

なる安全性向上のためのバックアップという位置づけとなる。

このための必要数は２個である。 

 

 

以上の有効性評価における必要数，ならびに条文毎の最大必

要数から，必要となる容量は２個となる。上述のとおり，本設

備は「ｎ＋α」の対象施設となることから，１セットを準備す

ることが必要であるため，２個が必要数となる。 
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【東海第二】 

 島根２号炉は，可搬

型の代替ボンベ等ガス

供給設備を「必須のも
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条文」を明示するため

に赤字としている 
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 設備仕様の相違 

・設備の相違 
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 ④の相違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

  島根２号炉の排出経

路に設置される隔離弁

は，空気作動弁を設置

しない設計のため，遠

隔空気駆動弁操作用ボ

ンベ等はない 
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する。このとき，1 基あたり4 本が必要となる。 

 

一方，設置許可基準規則第三章（重大事故等対処施設）に

おいて，遠隔空気駆動弁操作用ボンベを要求しているのは表

7 に示す 50 条のみである。 

 

表 7 遠隔空気駆動弁操作用ボンベを要求している条文 

 

 

 

50 条の隔離弁の現場操作設備に期待する場合は，隔離弁の

中央制御室からの遠隔操作機能が喪失している状態である。

上述の通り，初期対応として期待する設備ではないことから，

条文上要求されているものではあるが，更なる安全性向上の

ためのバックアップという位置付けとなる。このための必要

数は1 基あたり4 本である。 

以上の有効性評価における必要数，ならびに条文毎の最大

必要数から，必要となる容量は 1 基あたり 4 本となる。上述

の通り，本設備は「n＋α」の対象施設となることから，1 セ

ットを準備することが必要であるため，6 号及び 7 号炉それ

ぞれで 4 本ずつが必要数となる。 

 

3. 可搬型重大事故等対処設備の予備数の考え方について 

 

(1) 可搬型代替交流電源設備（電源車） 

 

可搬型代替交流電源設備（電源車）については，2.(1)の通

り，必要となる容量は1 基あたり2 台であり，「2n＋α」の

対象施設となることから，6 号及び7 号炉合計で8 台が必要

数となる。これに加えて，故障時のバックアップ及び保守点

検による待機除外時のバックアップを発電所全体で確保す

る。 

 

本設備は，2 台以上同時に保守点検することのないよう運

用することとしたうえで，故障時のバックアップ及び保守点

検による待機除外時のバックアップとして，6 号及び7 号炉

合計で1 台を確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 可搬型重大事故等対処設備の予備数の考え方について 

 

 (1) 可搬型代替低圧電源車 

 

   可搬型代替低圧電源車については，2.(1)のとおり，必要

となる容量は2台であり，「2N＋α」の対象施設となること

から，合計で4台が必要数となる。これに加えて，故障時及

び保守点検による待機除外時の予備を確保する。 

 

 

 

   本設備は，故障時及び保守点検による待機除外時の予備と

して合計1台を確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 可搬型重大事故等対処設備の予備数の考え方について 

 

(1) 可搬型代替交流電源設備（高圧発電機車） 

 

可搬型代替交流電源設備（高圧発電機車）については，2.(1)

のとおり，必要となる容量は３台であり，「２ｎ＋α」の対象

施設となることから，合計で６台が必要数となる。これに加え

て，故障時のバックアップ及び保守点検による待機除外時のバ

ックアップを発電所全体で確保する。 

 

 

本設備は，２台以上同時に保守点検することのないよう運用

することとしたうえで，故障時のバックアップ及び保守点検に

よる待機除外時のバックアップとして，１台を確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備仕様の相違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 ④の相違 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 ④の相違 
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以上から，合計で 9 台保有する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 可搬型代替注水ポンプ（消防車） 

 

可搬型代替注水ポンプ（消防車）については，2.(2)の通り，

必要となる容量は1基あたり4 台であり，「2n＋α」の対象施

設となることから，6 号及び7 号炉合計で16 台が必要数とな

る。これに加えて，故障時のバックアップ及び保守点検によ

る待機除外時のバックアップを発電所全体で確保する。 

本設備は，2 台以上同時に保守点検することのないよう運

用することとしたうえで，故障時のバックアップ及び保守点

検による待機除外時のバックアップとして，6 号及び7 号炉

合計で1 台を確保する。 

 

以上から，合計で 17 台保有する。 

 

 

(3) 代替原子炉補機冷却系 

代替原子炉補機冷却系については，2.(3)の通り，必要とな

る容量は1 基あたり1式（熱交換器ユニット1 式，大容量送水

車（熱交換器ユニット用）1 台）である。本設備は原子炉圧

力容器・原子炉格納容器と使用済燃料プールの除熱を同時に

行うことができる容量を有するものである。 

   以上から，合計で5台保有する。 

 

 

   可搬型代替注水ポンプ同時使用時の組み合わせについて，

添付資料－1に示す。 

 

 

 

(2) 可搬型整流器 

   可搬型整流器については，2.(1)のとおり，必要となる容

量は4台であり，「2N＋α」の対象施設となることから，合

計で8台が必要数となる。これに加えて，故障時及び保守点

検による待機除外時の予備を確保する。 

   本設備は，故障時及び保守点検による待機除外時の予備と

して合計1台を確保する。 

   以上から，合計で9台保有する。 

 

(3) 可搬型代替注水大型ポンプ及び可搬型代替注水中型ポン

プ 

   可搬型代替注水大型ポンプについては，2.(2)のとおり「2N

＋α」の対象施設となることから，必要数である2セット2台

に加えて，故障時及び保守点検による待機除外時の予備を1

台確保する。以上から，合計で3台保有する。 

   可搬型代替注水中型ポンプについては，2.(2)のとおり「2N

＋α」の対象施設となることから，必要数である2セット4台

に加えて，故障時及び保守点検による待機除外時の予備を1

台確保する。 

 

 

以上から，合計で5台を保有する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上から，合計で７台保有する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 可搬型代替注水ポンプ（大量送水車） 

 

可搬型代替注水ポンプ（大量送水車）については，2.(2)の

とおり，必要となる容量は１台であり，「２ｎ＋α」の対象施

設となることから，合計で２台が必要数となる。これに加えて，

故障時のバックアップ及び保守点検による待機除外時のバッ

クアップを発電所全体で確保する。 

本設備は，２台以上同時に保守点検することがないよう運用

することとしたうえで，故障時のバックアップ及び保守点検に

よる待機除外時のバックアップとして１台を確保する。 

 

 

以上から，合計で３台保有する。 

 

 

(3) 原子炉補機代替冷却系 

原子炉補機代替冷却系については，2.(3)のとおり，必要と

なる容量は１式（移動式代替熱交換設備１台，大型送水ポンプ

車１台）である。本設備は原子炉圧力容器・原子炉格納容器と

燃料プールの除熱を同時に行うことができる容量を有するも

のである。 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備仕様の相違 

・運用の相違 

【東海第二】 

  島根２号炉は，ポン

プ車を組合せて使用し

ない 

・設備の相違 

【東海第二】 

 ②の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備仕様の相違 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 ④の相違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備仕様の相違 

・設備の相違 

【東海第二】 

 ⑥の相違 
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「2n＋α」の対象施設となることから，6 号及び7 号炉合

計で4 式が必要数となる。これに加えて，故障時のバックア

ップ及び保守点検による待機除外時のバックアップを発電所

全体で確保する。 

本設備は，2 式以上同時に保守点検することのないよう運

用することとしたうえで，故障時のバックアップ及び保守点

検による待機除外時のバックアップとしては，6 号及び7 号

炉合計で1 式を確保する。 

 

以上から，合計で5 式保有する。 

なお，原子炉圧力容器・原子炉格納容器の除熱に関しては，

格納容器ベント（格納容器圧力逃がし装置）も同等の機能を

有する設備として利用可能である。 

 

 (4) 大容量送水車（海水取水用） 

 

大容量送水車（海水取水用）については，2.(4)の通り，必

要となる容量は2 基で1 台であり，「2n＋α」の対象施設と

なることから，6 号及び7 号炉合計で2 台が必要数となる。

これに加えて，故障時のバックアップ及び保守点検による待

機除外時のバックアップを発電所全体で確保する。 

本設備は，2 台以上同時に保守点検することのないよう運

用することとしたうえで，故障時のバックアップ及び保守点

検による待機除外時のバックアップとして，6 号及び7 号炉

合計で1 台を確保する。 

以上から，合計で 3 台保有する。 

 

 (5) 高圧窒素ガスボンベ 

高圧窒素ガスボンベについては，2.(5)の通り，必要となる

容量は1 基あたり5 本であり，「n＋α」の対象施設となるこ

とから，1 セットを準備することが要求となるため，6 号及

び7 号炉でそれぞれ5 本ずつが必要数となる。 

 

 

 

この5 本ずつに加えて，故障時のバックアップ及び保守点

検による待機除外時のバックアップを発電所全体で確保す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 非常用窒素供給系高圧窒素ボンベ 

   非常用窒素供給系高圧窒素ボンベについては，2.(4)のと

おり，必要となる容量は10個であり，「N+α」の対象施設と

なることから，1セットを準備することが要求となるため，

10個が必要数となる。 

 

 

 

   この10個に加えて，故障時及び保守点検による待機除外時

の予備を確保する。 

 

「２ｎ＋α」の対象施設となることから，合計で２式が必要

数となる。これに加えて，故障時のバックアップ及び保守点検

による待機除外時のバックアップを発電所全体で確保する。 

本設備は，２式以上同時に保守点検することのないよう運用

することとしたうえで，故障時のバックアップ及び保守点検に

よる待機除外時のバックアップとしては，合計で１式を確保す

る。 

 

 

以上から，合計で３式保有する。 

なお，原子炉圧力容器・原子炉格納容器の除熱に関しては，

格納容器フィルタベントも同等の機能を有する設備として利

用可能である。 

 

 (4)大量送水車 

 

大量送水車については，2.(4)のとおり，必要となる容量は

各１台であり，「２ｎ＋α」の対象施設となることから，合計

で各２台が必要数となる。これに加えて，故障時のバックアッ

プ及び保守点検による待機除外時のバックアップを発電所全

体で確保する。 

本設備は，２台以上同時に保守点検することのないよう運用

することとしたうえで，故障時のバックアップ及び保守点検に

よる待機除外時のバックアップとして，合計で各１台を確保す

る。 

以上から，合計で各３台保有する。 

 

 (5) 逃がし安全弁用窒素ガスボンベ 

逃がし安全弁用窒素ガスボンベについては，2.(5)のとおり，

必要となる容量は 15本であり，「ｎ＋α」の対象施設となるこ

とから，１セットを準備することが要求となるため，15 本が

必要数となる。 

 

 

 

この 15 本に加えて，故障時のバックアップ及び保守点検に

よる待機除外時のバックアップを確保する。 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 ④の相違 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 ④の相違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

 ⑥の相違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 ④の相違 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 ④の相違 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備仕様の相違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 ④の相違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備仕様の相違 
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本設備は，高い信頼度を有する設備である。一方で，本設

備は各原子炉建屋内に配置することから，バックアップにつ

いても建屋毎に配置することが適切である。従って，1 基あ

たり最大で5 本同時に保守点検を実施する運用としたうえ

で，故障時のバックアップ及び保守点検による待機除外時の

バックアップとして，1 基あたり5 本以上を確保する。 

 

 

以上から，合計で 1 基あたり 10 本以上を確保することと

し，余裕を見て 1 基あたり 25 本保有する。 

 

(6) 逃がし安全弁用可搬型蓄電池 

 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池については，2.(6)の通り，必

要となる容量は1 基あたり1 個であり，「n＋α」の対象施設

となることから，1 セットを準備することが要求となるため，

6 号及び7 号炉でそれぞれ1 個ずつが必要数となる。 

この1 個ずつに加えて，故障時のバックアップ及び保守点

検による待機除外時のバックアップを発電所全体で確保す

る。 

本設備は，2 個以上同時に保守点検することのないよう運

用することとしたうえで，故障時のバックアップ及び保守点

検による待機除外時のバックアップとして，6 号及び7 号炉

合計で1 個を確保する。 

以上から，合計で 3 個保有する。 

 

 (7) 遠隔空気駆動弁操作用ボンベ 

 

遠隔空気駆動弁操作用ボンベについては，2.(7)の通り，必

要となる容量は1 基あたり4 本であり，「n＋α」の対象施設

となることから，1 セットを準備することが要求となるため，

6 号及び7 号炉でそれぞれ4 本ずつが必要数となる。 

この4 本ずつに加えて，故障時のバックアップ及び保守点

検による待機除外時のバックアップを発電所全体で確保す

る。 

本設備は，高い信頼度を有する設備である。一方で，本設

備は各原子炉建屋内に配置することから，バックアップにつ

いても建屋毎に配置することが適切である。従って，1 基あ

   本設備は，高い信頼度を有する設備である。一方で，本設

備は原子炉建屋内に分散して配置することから，予備につい

ても非常用窒素供給系高圧窒素ガスボンベ設置場所近傍に

分散配置することが適切である。したがって，最大で5本同

時に保守点検を実施する運用としたうえで，故障時及び保守

点検による待機除外時の予備として10個確保する。 

 

 

   以上から，合計で20個保有する。 

 

 

 (5) 逃がし安全弁用可搬型蓄電池 

 

   逃がし安全弁用可搬型蓄電池については，2.(5)のとおり，

必要となる容量は2個であり，「N+α」の対象施設となるこ

とから，1セットを準備することが要求となるため，2個が必

要数となる。 

   この2個に加えて，故障時及び保守点検による待機除外時

の予備を確保する。 

 

   本設備は，2個以上同時に保守点検することのないように

運用することとしたうえで，故障時及び保守点検による待機

除外時の予備として1個確保する。 

 

   以上から，合計で3個保有する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本設備は，高い信頼度を有する設備である。一方で，本設備

は原子炉建物内に配置することから，バックアップについても

原子炉建物に配置することが適切である。従って，最大で５本

同時に保守点検を実施する運用としたうえで，故障時のバック

アップ及び保守点検による待機除外時のバックアップとして，

５本以上を確保する。 

 

 

以上から，合計で 20 本以上を確保することとし，余裕を見

て 30本保有する。 

 

 (6) 主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室） 

 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）については，2.(6)

のとおり，必要となる容量は２個であり，「ｎ＋α」の対象施

設となることから，１セットを準備することが要求となるた

め，２個が必要数となる。 

この２個に加えて故障時のバックアップ及び保守点検によ

る待機除外時のバックアップを確保する。 

 

本設備は，２個以上同時に保守点検することのないよう運用

することとしたうえで，故障時のバックアップ及び保守点検に

よる待機除外時のバックアップとして２個を確保する。 

 

以上から合計で４個保有する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 ④の相違 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

 設備仕様の相違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備仕様の相違 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

設備仕様の相違 

・設備の相違 

【東海第二】 

設備仕様の相違 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

  島根２号炉の排出経

路に設置される隔離弁

は，空気作動弁を設置

しない設計のため，遠

隔空気駆動弁操作用ボ

ンベ等はない 
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たり最大で4 本同時に保守点検を実施する運用としたうえ

で，故障時のバックアップ及び保守点検による待機除外時の

バックアップとして，1 基あたり4 本を確保する。 

以上から，合計で1 基あたり8 本保有する。 

 

4. その他の可搬型重大事故等対処設備の台数について 

 

その他の設備については，原子炉建屋の外側から水・電力を供

給するものではなく，かつ負荷に直接接続する可搬型重大事故等

対処設備でもないことから，1.(3)に示す「n」の対象施設と考え

る。本設備の台数及び必要となる容量を表8(3)に示す。 

 

本設備は「n」の対象施設となることから，設置許可基準規則

43 条3 項1 号に定められる「十分に余裕のある容量を有する」

ための予備台数を確保する。 

また，がれき等によってアクセスルートの確保が困難となった

場合に備えて配備しているホイールローダの配備数を表 9 に示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. その他の可搬型重大事故等対処設備の台数について 

 

  その他の設備については，原子炉建屋の外側から水・電力を

供給するものではなく，かつ負荷に直接接続する可搬型直流電

源設備でもないことから，1.(3)に示す「N」の対象施設と考え

る。本設備の台数及び必要となる容量を，第43.4-5表(3)に示

す。 

  本設備は「N」の対象施設となることから，設置許可基準規

則43条3項1号に定められる「十分に余裕のある容量を有する」

ための予備台数を確保する。 

  また，ホイールローダの配備数を，表43.4-6表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. その他の可搬型重大事故等対処設備の台数について 

 

その他の設備については，原子炉建物の外側から水・電力を供

給するものではなく，かつ負荷に直接接続する可搬型重大事故等

対処設備でもないことから，1.(3)に示す「ｎ」の対象施設と考え

る。本設備の台数及び必要となる容量を表７(3)に示す。 

 

本設備は「ｎ」の対象施設となることから，設置許可基準規則

第 43 条 3 項 1 号に定められる「十分に余裕のある容量を有する」

ための予備台数を確保する。 

また，がれき等によってアクセスルートの確保が困難となった

場合に備えて配備しているホイールローダの配備数を表８に示

す。 
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表 8 主要可搬型設備 

(1)「2n＋α」の可搬型設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 43.4-6表 主要可搬型設備 

(1) 「2N＋α」の屋外に保管する可搬型設備（1／2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表７ 主要可搬型設備 

(1) 「２ｎ＋α」の可搬型設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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(1) 「2N＋α」の屋外に保管する可搬型設備（2／2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 「2N＋α」の屋内に保管する可搬型設備 
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(2)「n＋α」の可搬型設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 「N＋α」の可搬型設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 「ｎ＋α」の可搬型設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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(3)「n」の可搬型設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 「N」の屋外に保管する可搬型設備（1／2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (3) 「ｎ」の可搬型設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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(4) 「N」の屋外に保管する可搬型設備（2／2） 
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表 9 アクセスルート確保のための可搬型設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表８ アクセスルート確保のための可搬型設備 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

  東海第二はアクセス

ルート確保のための可

搬型設備についても第

43.4-6 表(4)に記載し

ている 
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添付資料－１ 

 

可搬型代替注水ポンプ同時使用時の組合せについて 

 

  可搬型代替注水ポンプの配備台数は，重大事故等時に同時に

使用することを想定するケースを考慮した上で，必要な容量を

満足する台数並びに故障時及び保守点検による待機除外時の

バックアップ用として必要な台数を元に，可搬型代替注水中型

ポンプを合計5台，可搬型代替注水大型ポンプを合計3台，可搬

型代替注水大型ポンプ（放水用）を合計2台配備する。 

  各ポンプの仕様及び配備台数を第 1表に示す。 

  可搬型代替注水ポンプ同時使用時の組合せについては，以下

のパターンを想定する。同時使用時の組合わせパターンと可搬

型代替注水ポンプの台数の関係を第 2表に示す。 

 

パターンＡ：常設低圧代替注水系ポンプ使用時の代替淡水貯槽

への補給 

パターンＢ：西側淡水貯水設備を水源とした可搬型代替注水中

型ポンプを使用した注水及び西側淡水貯水設備へ

の補給 

パターンＣ：代替淡水貯槽を水源とした可搬型代替注水大型ポ

ンプを使用した注水及び代替淡水貯槽への補給 

パターンＤ：海を水源とした可搬型代替注水大型ポンプを使用

した注水 

 

 

  また，有効性評価の事故シーケンスグループ等と技術的能力

審査基準，設置許可基準規則，技術基準規則との関連を第 3表

に示す。 

 

第 1表 可搬型代替注水ポンプの仕様及び配備台数 

 

・運用の相違 

【東海第二】 

  島根２号炉では，東

海第二の可搬型代替注

水中型ポンプと可搬型

代替注水大型ポンプを

組合せての運用は実施

せず大量送水車及び大

型送水ポンプ車は明確

に使用用途が区別され

ている。 

  なお，各水源及びポ

ンプ車からの注水系統

については， 56条 重

大事故等の収束に必要

となる水の供給設備に

記載している 
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 第 2表 可搬型代替注水ポンプ同時使用時の組合せ整理表※１,５ 

 

第3表 可搬型代替注水ポンプに係る有効性評価の事故シーケン

スグループ等と技術的能力審査基準/設置許可基準規則/技術基

準規則との関連（1／2） 
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第3表 可搬型代替注水ポンプに係る有効性評価の事故シーケン

スグループ等と技術的能力審査基準/設置許可基準規則/技術基

準規則との関連）（2／2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

43-157



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

≪参考≫ 可搬型代替注水ポンプ 保管場所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.1－1図 保管場所及びアクセスルート図 
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共-5 可搬型重大事故等対処設備の接続口の兼用状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共－５ 可搬型重大事故等対処設備の常設設備との接続性につい

て 

 

 

 

 

 

 

 

 

共-5 可搬型重大事故等対処設備の接続口の兼用状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実線・・設備運用又は体制等の相違（設計方針の相違） 

波線・・記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし） 
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１.可搬型重大事故等対処設備の接続口について 

【設置許可基準規則】 

第四十三条第３項第三号 常設設備と接続するものにあっては、

共通要因によって接続することができなくなることを防止するた

め、可搬型重大事故等対処設備（原子炉建屋の外から水又は電力

を供給するものに限る。） の接続口をそれぞれ互いに異なる複数

の場所に設けるものであること。 

 

（１）想定する共通要因 

原子炉建物の外から水又は電力を供給する可搬型重大事故等

対処設備と常設設備との接続口は，共通要因によって接続する

ことができなくなることを防止するため，それぞれ互いに異な

る複数の場所に設置する設計とする。 

  共通要因としては，環境条件，自然現象，発電所敷地又はそ

の周辺において想定される発電用原子炉施設の安全性を損なわ

せる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの，溢

水及び火災を考慮する。 

発電所敷地で想定される自然現象については，網羅的に抽出

するために，地震，津波に加え，発電所敷地及びその周辺での

発生実績の有無に関わらず，国内外の基準や文献等に基づき収

集した洪水，風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，地滑

り，火山の影響，生物学的事象，森林火災等の事象を考慮する。

これらの事象のうち，発電所敷地及びその周辺での発生の可能

性，重大事故等対処設備への影響度，事象進展速度や事象進展

に対する時間余裕の観点から，重大事故等対処設備に影響を与

えるおそれがある事象として，地震，津波，洪水，風（台風），

竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，地滑り，火山の影響及び生物

学的事象を選定する。なお，森林火災の出火原因となるのは，

たき火やタバコ等の人為によるものが大半であることを考慮

し，森林火災については，人為によるもの（火災・爆発）とし

て選定する。 

発電所敷地又はその周辺において想定される発電用原子炉施

設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって

人為によるものについては，網羅的に抽出するために，発電所

敷地及びその周辺での発生実績の有無に関わらず，国内外の基

準や文献等に基づき収集した飛来物（航空機落下等），ダムの崩

壊，爆発，近隣工場等の火災，有毒ガス，船舶の衝突，電磁的

障害，故意による大型航空機の衝突その他のテロリズム等の事

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

  島根２号炉は，共通要

因故障防止について記

載している 
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象を考慮する。これらの事象のうち，発電所敷地及びその周辺

での発生の可能性，重大事故等対処設備への影響度，事象進展

速度や事象進展に対する時間余裕の観点から，重大事故等対処

設備に影響を与えるおそれがある事象として，飛来物（航空機

落下等），ダムの崩壊，火災・爆発（森林火災，近隣工場等の火

災・爆発，航空機落下火災等），有毒ガス，船舶の衝突，電磁的

障害及び故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムを選

定する。 

 なお，洪水及びダムの崩壊については，立地的要因により設

計上考慮する必要はない。また，船舶の衝突に対しては，接続

口が設置されている原子炉建物は港湾から離隔されていること

から，設計上考慮する必要はない。 

 

（２）接続口の設置位置に対する考慮 

可搬型重大事故等対処設備（原子炉建屋の外から水又は電力

を供給するものに限る。）の接続口については（１）にて選定し

た共通要因によって接続することができなくなることを防止す

るため，以下の考慮事項を踏まえ，複数箇所設置する設計とす

る。 

a. 設計基準事故対処設備の区分Ⅰ及び区分Ⅱの系統と接続

し，重大事故等対処設備としての系統を構成する接続口は，

可能な限り設計基準事故対処設備の区画区分を踏まえた設

計とする。 

b. プラントの一般的な設計においては，漏えいや結露による

電気設備への影響を考慮し，電気品室に水を供給する配管

を配置しない設計としていることから，可能な限り水を供

給する配管は電気設備を配置した区画を通過しない設計と

する。 

c. 水を供給する接続口は，設置作業の効率化及び被ばく低減

を目的に，複数の系統の接続口は可能な限り集約した配置

とする。 

d. 接続口の設置場所に応じた配管圧力損失等と可搬型重大

事故等対処設備の容量の関係を踏まえ，系統成立性を考慮

した接続口の配置とする。 

e. 共通要因のうち，敷地内において影響を及ぼす範囲が限定

的な事象である竜巻のうち飛来物に対しては，複数の接続

口に同時に飛来物が衝突することは想定し難いものの，接

続することができなくなることを防止するため，原子炉建
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原子炉建屋の外から水又は電源を供給する可搬型重大事故等対

処設備の接続口の兼用状況は以下のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 可搬型重大事故等対処設備と常設設備との接続口の接続方式及

び設置場所を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物の異なる面の隣接しない位置，又は原子炉建物の外壁に

より離隔される原子炉建物内及び原子炉建屋外に接続口を

配置する。 

f. 共通要因のうち，敷地内において影響を及ぼす範囲が限定

的な事象である故意による大型航空機の衝突その他のテロ

リズムに対しては，接続することができなくなることを防

止するため，原子炉建物の異なる面の隣接しない位置，又

は原子炉建物の外壁により離隔される原子炉建物内及び原

子炉建物外に接続口を配置する。 

g. 建屋の構造上の制約を踏まえ， 接続口は上記を可能な限

り考慮した位置に設置する。 

 

これらの考慮事項を踏まえた上で，「①原子炉建物の異な

る面の隣接しない位置」，又は「②原子炉建物の外壁により

離隔される原子炉建物内及び原子炉建物外」に設置すること

で，適切な離隔を有する設計とする。 

原子炉建物の外から水又は電源を供給する可搬型重大事故

等対処設備の接続口の兼用状況は以下のとおり。 
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表 1 原子炉建屋の外から水又は電源を供給する可搬型重大事故等

対処設備の接続口の兼用状況（6 号炉）（1/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1 原子炉建屋の外から水又は電源を供給する可搬型重大事故等

対処設備の接続口の兼用状況（6 号炉）（2/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2 原子炉建屋の外から水又は電源を供給する可搬型重大事故等

対処設備の接続口の兼用状況（7 号炉）（1/2） 

 

 

 

 

 

第 43.5-1表 可搬型重大事故等対処設備の常設設備との接続性

について（1／3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 43.5-1表 可搬型重大事故等対処設備の常設設備との接続性

について（2／3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 43.5-1表 可搬型重大事故等対処設備の常設設備との接続性

について（3／3） 

 

 

 

表１ 原子炉建物の外から水又は電源を供給する可搬型重大事故

等対処設備の接続口の兼用状況（1/3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１ 原子炉建物の外から水又は電源を供給する可搬型重大事故

等対処設備の接続口の兼用状況（2/3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１ 原子炉建物の外から水又は電源を供給する可搬型重大事故

等対処設備の接続口の兼用状況（3/3） 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

  建物の違いによる接

続口位置及び設計方針

の相違による系統構成

の相違 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

  建物の違いによる接

続口位置及び設計方針

の相違による系統構成

の相違 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

  建物の違いによる接

続口位置及び設計方針

の相違による系統構成

の相違 
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表 2 原子炉建屋の外から水又は電源を供給する可搬型重大事故等

対処設備の接続口の兼用状況（7 号炉）（2/2） 

図 1 原子炉建屋の外から水又は電源を供給する可搬型重大事故等

対処設備の接続口（6 号炉） 

第 43.5-1図 可搬型重大事故等対処設備の常設設備との接続口

の配置 

図１ 原子炉建物の外から水又は電源を供給する可搬型重大事故

等対処設備の接続口（１／２） ・設備の相違

【東海第二】 

 建物の違いによる接

続口位置及び設計方針

の相違による系統構成

の相違 
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図 2 原子炉建屋の外から水又は電源を供給する可搬型重大事故等

対処設備の接続口（7 号炉） 

第 43.5-2図 重大事故等対処設備の系統概要図 

図１ 原子炉建物の外から水又は電源を供給する可搬型重大事故

等対処設備の接続口（２／２） 

・設備の相違

【東海第二】 

 建物の違いによる接

続口位置及び設計方針

の相違による系統構成

の相違 

・記載方針の相違

【東海第二】 

 島根２号炉は，系統概

要については逐条にて

記載 
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 （３）共通要因の影響評価 

「（１）想定する共通要因」で選定した事象に対して，設計上

想定する規模で発生した場合の影響について評価した結果を表

2 に示す。表 2 のとおり，想定する共通要因に対し接続口の機

能は維持される。 

 

表 2 想定する共通要因に対する影響評価結果 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

  島根２号炉は，共通要

因故障防止について記

載している 
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まとめ資料比較表 〔43条 共-6 重大事故等対処設備の外部事象に対する防護方針について〕 

実線・・設備運用又は体制等の相違（設計方針の相違） 

波線・・記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし） 
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共－６ 重大事故等対処設備の外部事象に対する防護方針 

について 

共－６ 重大事故等対処設備の外部事象に対する防護方針 

について 
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重大事故等対処設備の外部事象に対する防護方針について 

 

1. 概要 

重大事故等対処設備については，待機時・機能要求時に適切

な設計条件を与える必要がある。重大事故等対処設備の待機時

の外部事象に対する耐性を確保するにあたっては，共通要因故

障（設置許可基準規則 第43 条2-三，第43 条3-七），接続箇所

（同第43 条3-二），保管場所（同 第43 条3-五），アクセスルー

ト（同 第43 条3-六）の各観点で，第6 条外部事象説明資料に

て網羅的に収集した事象に加え，重大事故等対処設備に特有の

事象を考慮する。さらに各事象の発生可能性や影響度等を踏ま

え重大事故等対処設備に影響を与えるおそれがある事象を選定

する。 

なお，機能要求時の外部事象は，環境条件において考慮する。 

 

 

 

 

 

2. 重大事故等対処設備に対し設計上考慮する事象 

重大事故等対処設備の多様性，位置的分散等の設計に際し考

慮する外部事象は，第6 条での安全施設への検討を踏まえ抽出

する。 

発電所敷地で想定される自然現象（地震及び津波を除く。）に

ついては，網羅的に抽出するために，発電所敷地及びその周辺

での発生実績の有無に関わらず，国内外の基準や文献等に基づ

き事象を収集し，洪水，風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，

落雷，地滑り，火山の影響，生物学的事象，森林火災等の事象

を考慮する。 

また，発電所敷地又はその周辺において想定される原子炉施

設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって

人為によるもの（故意によるものを除く。）（以下「外部人為事

象」という）は，網羅的に抽出するために，発電所敷地及びそ

の周辺での発生実績の有無に関わらず，国内外の基準や文献等

に基づき事象を収集し，飛来物（航空機落下等），ダムの崩壊，

爆発，近隣工場等の火災，有毒ガス，船舶の衝突，電磁的障害

等の事象を考慮する。 

以上に加えて，重大事故等対処設備による対応が期待される，

重大事故等対処設備の外部事象に対する防護方針について 

 

1. 概要 

重大事故等対処設備については，通常待機時・機能要求時に

適切な設計条件を与える必要がある。重大事故等対処設備の保

管時の外部事象に対する耐性を確保するに当たっては，共通要

因故障（設置許可基準規則第 43 条 2－三，第 43 条 3－七），接

続箇所（同第 43条 3－二），保管場所（同第 43条 3－五），アク

セスルート（同第 43条 3－六）の各観点で，発電所敷地又はそ

の周辺で想定される自然現象（地震及び津波を除く。）及び発電

所敷地又はその周辺で想定される原子炉施設の安全性を損なわ

せる原因となるおそれがある事象であって人為によるものを考

慮する。なお，機能要求時の外部事象は，環境条件において考

慮する。 

 

 

 

 

 

2. 重大事故等対処設備に対し設計上考慮する外部事象 

重大事故等対処設備の多様性，位置的分散等の設計に際し考

慮する外部事象は，設置許可基準規則第 6 条での検討を踏まえ

抽出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等対処設備の外部事象に対する防護方針について 

 

1．概 要 

重大事故等対処設備については，待機時・機能要求時に適切

な設計条件を与える必要がある。重大事故等対処設備の待機時

の外部事象に対する耐性を確保するにあたっては，共通要因故

障（設置許可基準規則 第43条２-三，第43条３-七），接続箇所

（同 第43条３-二），保管場所（同 第43条３-五），アクセス

ルート（同 第43条３-六）の各観点で，第６条の外部事象説明

資料にて網羅的に収集した事象に加え，重大事故等対処設備に

特有の事象を考慮する。さらに各事象の発生可能性や影響度等

を踏まえ重大事故等対処設備に影響を与えるおそれがある事象

を選定する。 

なお，機能要求時の外部事象は，環境条件において考慮する。 

 

 

 

 

 

2．重大事故等対処設備に対し設計上考慮する事象 

重大事故等対処設備の多様性，位置的分散等の設計に際し考

慮する外部事象は，第６条での安全施設への検討を踏まえ抽出

する。 

発電所敷地で想定される自然現象（地震及び津波を除く。）に

ついては，網羅的に抽出するために，発電所敷地及びその周辺

での発生実績の有無に関わらず，国内外の基準や文献等に基づ

き事象を収集し，洪水，風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，

落雷，地滑り，火山の影響，生物学的事象，森林火災等の事象

を考慮する。 

また，発電所敷地又はその周辺において想定される発電用原

子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象で

あって人為によるもの（故意によるものを除く。）（以下「外部

人為事象」という。）は，網羅的に抽出するために，発電所敷地

及びその周辺での発生実績の有無に関わらず，国内外の基準や

文献等に基づき事象を収集し，飛来物（航空機落下等），ダムの

崩壊，爆発，近隣工場等の火災，有毒ガス，船舶の衝突，電磁

的障害等の事象を考慮する。 

以上に加えて，重大事故等対処設備による対応が期待される，

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，第６条

に準じ，考慮する事象を

記載し，そのうち重大事

故等対処設備に影響を

与えるおそれがある事

象の選定について記載

した上で評価を行う記

載としている 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，第６条

に準じ，考慮する事象を

記載し，そのうち重大事

故等対処設備に影響を

与えるおそれがある事

象の選定について記載

した上で評価を行う記

載としている 
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故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムを考慮する。 

 

 

3．重大事故等対処設備に影響を与えるおそれがある事象の選定 

「2.」に挙げた設計上考慮する事象のうち，重大事故等対処

設備に影響を与えるおそれがある事象の選定を行う。 

第6 条での検討と同様，柏崎刈羽原子力発電所及びその周辺

での発生の可能性，安全施設への影響度，事象進展速度や事象

進展に対する時間余裕の観点から，重大事故等対処設備に影響

を与えるおそれがある事象として，自然現象（地震及び津波を

除く。）として風（台風），竜巻，低温（凍結），降水，積雪，落

雷，地滑り，火山の影響，生物学的事象，外部人為事象として

火災・爆発（森林火災，近隣工場等の火災・爆発，航空機落下

火災等），有毒ガス，船舶の衝突，電磁的障害を選定する。加え

て以下の事象を選定する。 

第6 条において航空機落下確率が十分低いと評価した標的面

積の範囲外に設置・保管する重大事故等対処設備があることを

踏まえ飛来物（航空機落下）について選定する。 

 

 

また，重大事故等対処設備による対応が期待される，故意に

よる大型航空機の衝突その他のテロリズムについて，重大事故

等対処設備に影響を与えるおそれがある事象として選定する。 

 

4. 重大事故等対処設備に影響を与えるおそれがある事象に対す

る評価 

 

 

 

第6 条で選定した外部事象に加えて，新たに重大事故等対処

設備に影響を与えるおそれがある事象として選定された2 事象

に対する評価を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発電所敷地又はその周辺で想定される自然現象（地震及び津

波を除く。）については，国内外の基準や文献等に基づいて網羅

的に抽出した自然現象のうち，発生の可能性や事象進展速度等

の判断理由から設計上考慮すべき想定される自然現象として選

定した洪水，風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，火山

の影響，生物学的事象，森林火災及び高潮を考慮する。 

また，発電所敷地又はその周辺において想定される原子炉施

設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって

人為によるもの（故意によるものを除く。）（以下「外部人為事

象」という。）についても，国内外の基準や文献等に基づいて網

羅的に抽出した人為事象のうち，発生の可能性や事象進展速度

等の判断理由から設計上考慮すべき想定される人為事象として

選定した飛来物（航空機落下），ダムの崩壊，爆発，近隣工場等

の火災，有毒ガス，船舶の衝突及び電磁的障害を考慮する。 

以上に加えて，重大事故等対処設備による対応が期待される，

故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムを考慮する。 

 

 

3. 重大事故等対処設備に対し設計上考慮する外部事象に対する

評価 

風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，火山の影響，生

物学的事象，森林火災，爆発，近隣工場等の火災に対する評価

結果を第１表に示す。 

また，洪水，高潮，飛来物（航空機落下），ダムの崩壊，船舶

の衝突，電磁的障害及び故意による大型航空機の衝突その他テ

ロリズムに対する評価を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムを考慮する。 

 

 

3. 重大事故等対処設備に影響を与えるおそれがある事象の選定 

「2.」に挙げた設計上考慮する事象のうち，重大事故等対処

設備に影響を与えるおそれがある事象の選定を行う。 

第６条での検討と同様，発電所及びその周辺での発生の可能

性，安全施設への影響度，事象進展速度や事象進展に対する時

間余裕の観点から，重大事故等対処設備に影響を与えるおそれ

がある事象として，自然現象（地震及び津波を除く。）として洪

水，風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，地滑り，火山

の影響，生物学的事象，また外部人為事象として飛来物（航空

機落下），ダムの崩壊，火災・爆発（森林火災，近隣工場等の火

災・爆発，航空機落下火災等），有毒ガス，船舶の衝突，電磁的

障害を選定する。 

なお，飛来物（航空機落下）については，第６条において航

空機落下確率が十分低いと評価した標的面積の範囲外に設置・

保管する重大事故等対処設備があることを踏まえた評価を実施

する。 

 

また，重大事故等対処設備による対応が期待される，故意に

よる大型航空機の衝突その他のテロリズムについて，重大事故

等対処設備に影響を与えるおそれがある事象として選定する。 

 

4. 重大事故等対処設備に影響を与えるおそれがある事象に対す

る評価 

 

 

 

第６条で選定した外部事象のうち再評価を実施した事象及び

新たに重大事故等対処設備に影響を与えるおそれがある事象と

して選定した事象に対する評価を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・選定事象の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

第６条に準じた事象

スクリーニングの相違

による選定事象の相違 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，飛来物

（航空機落下）につい

て，第６条で設計上考慮

する事象として選定し

ていることから再評価

を実施 

 

 

 

 

 

 

 

・選定事象の相違 

【東海第二】 

第６条に準じた事象

スクリーニングの相違

による選定事象の相違 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，飛来物

（航空機落下）につい
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① 飛来物（航空機落下） 

 

設計基準事故対処設備は，航空機落下確率が十分低いことか

ら，設計基準事故対処設備と重大事故等対処設備が同時に機能

喪失することはない。また，可搬型重大事故等対処設備につい

ては，可能な限り分散配置して保管する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (1) 洪水 

敷地の地形及び表流水の状況から判断して，洪水による被害

が生じることはない。 

 

 

 

 (2) 高潮 

高潮の影響が及ばない敷地高さに設置・保管する設計とす

る。 

 

 

 

 (3) 飛来物（航空機落下） 

 

屋外の可搬型重大事故等対処設備は，設計基準事故対処設備

等及び常設重大事故等対処設備が設置されている建屋並びに

屋外の設計基準事故対処設備等又は常設重大事故等対処設備

のそれぞれから 100m の離隔距離を確保した上で，複数箇所に

分散して保管する設計とする。 

 (4) ダムの崩壊 

ダムの崩壊により発電所に影響を及ぼすような河川はない。 

 

 

 

 

 

 (5) 船舶の衝突 

船舶の衝突の影響を受けない敷地高さに設置・保管する設計

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・飛来物（航空機落下），故意による大型航空機の衝突その他

のテロリズム 

屋外に保管する可搬型重大事故等対処設備は，原子炉建物，

タービン建物及び廃棄物処理建物から100m以上の離隔距離を確

保するとともに，当該可搬型重大事故等対処設備がその機能を

代替する屋外の設計基準事故対処設備等及び常設重大事故等対

処設備から100m以上の離隔距離を確保した上で，複数箇所に分

散して保管する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

て，第６条で設計上考慮

する事象として選定し

ていることから再評価

を実施 

【東海第二】 

島根２号炉は，船舶の

衝突，電磁的障害に対す

る評価結果について，後

段の表１に記載 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，洪水に

対する評価結果につい

て，後段の 5.に記載 

 

・選定事象の相違 

【東海第二】 

第６条に準じた事象

スクリーニングの相違

による選定事象の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，ダムの

崩壊に対する評価結果

について，後段の 5.に

記載 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

43-174r2



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

 

 

② 故意による大型航空機の衝突その他のテロリズム 

可搬型重大事故等対処設備は故意による大型航空機の衝突そ

の他テロリズムを考慮して，設計基準事故対処設備及び重大事

故等対処設備の配置その他の条件を考慮した上で，常設重大事

故等対処設備に対して，同時に機能が失われないよう，100m 以

上の離隔距離を取った高所かつ防火帯の内側の場所に保管す

る。 

また，可搬型重大事故等対処設備については，可能な限り分

散配置して保管する。 

 

5. 重大事故等対処設備の共通要因故障に対する防護方針 

第43 条の要求を踏まえ，設計基準事象によって，設計基準対

象施設の安全機能と重大事故等対処設備の機能が同時に損なわ

れることがないことを確認するとともに，重大事故等対処設備

の機能が喪失した場合においても，位置的分散又は頑健性のあ

る外郭となる建屋による防護に期待できる代替手段等により必

要な機能を維持できることを確認する。 

重大事故等対処設備の機能維持は，以下の方針に従い評価を

実施する。 

（１）重大事故防止設備は，外部事象によって対応する設計基

準対象施設の安全機能と同時にその機能が損なわれるおそ

れのないこと 

（２）重大事故等対処設備であって，重大事故防止設備でない

設備は，代替設備もしくは安全上支障のない期間内での復

旧により機能維持可能であること 

（３）外部事象が発生した場合においても，重大事故等対処設

備によりプラント安全性に関する主要な機能（未臨界移行

機能，燃料冷却機能，格納容器除熱機能，使用済燃料プー

ル注水機能）が維持できること（各外部事象により重大事

故等対処設備と設計基準対象施設が同時に損なわれること

はないが，安全上支障のない期間内での復旧により機能維

とする。 

 (6) 電磁的障害 

環境条件として考慮し，電磁波によりその機能が損なわれる

おそれのある設備については，ラインフィルタや絶縁回路を設

置することによるサージ・ノイズの侵入を防止する。鋼製筐体

や金属シールド付ケーブルの適用等，電磁波の侵入を防止する

処置を講じた設計とする。 

 (7) 故意による大型航空機の衝突その他のテロリズム 

屋外の可搬型重大事故等対処設備は，設計基準事故対処設備

等及び常設重大事故等対処設備が設置されている建屋並びに

屋外の設計基準事故対処設備等又は常設重大事故等対処設備

のそれぞれから 100m の離隔距離を確保した上で，複数箇所に

分散して保管する設計とする。 

 

 

 

 

4. 重大事故等対処設備の外部事象に対する防護方針 

第四十三条の要求を踏まえ，外部事象によって設計基準事故

対処設備の安全機能と重大事故等対処設備が同時にその機能が

損なわれることがないことを確認するとともに，重大事故等対

処設備の機能が喪失した場合においても，位置的分散又は頑健

性のある外殻となる建屋による防護に期待できるといった観点

から，代替手段により必要な機能を維持できることを確認する。 

重大事故等対処設備の機能維持は，以下の方針に従い評価を

実施する。 

 (1) 重大事故等防止設備は，外部事象によって設計基準設備の

安全機能と同時にその機能が損なわれるおそれのないこと 

 

 (2) 重大事故等対処設備であって，重大事故防止設備でない設

備は，代替設備もしくは安全上支障のない期間内での復旧に

より機能維持可能であること 

 (3) 外部事象が発生した場合においても，重大事故等対処設備

によりプラント安全性に関する主要な機能（未臨界移行機能，

燃料冷却機能，格納容器除熱機能，使用済燃料プール注水機

能）が維持できること（各外部事象により重大事故等対処設

備と設計基準対象施設が同時に損なわれることはないが，安

全上支障のない期間内での復旧等により機能維持可能である

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. 重大事故等対処設備の共通要因故障に対する防護方針 

第43条の要求を踏まえ，設計基準事象によって，設計基準事

故対処設備の安全機能と重大事故等対処設備の機能が同時に損

なわれることがないことを確認するとともに，重大事故等対処

設備の機能が喪失した場合においても，位置的分散又は頑健性

のある外郭となる建物による防護に期待できるといった観点か

ら，代替手段等により必要な機能を維持できることを確認する。 

重大事故等対処設備の機能維持は，以下の方針に従い評価を

実施する。 

 (1) 重大事故防止設備は，外部事象によって対応する設計基準

事故対処設備の安全機能と同時にその機能が損なわれるおそ

れのないこと。 

 (2) 重大事故等対処設備であって，重大事故防止設備でない設

備は，代替設備又は安全上支障のない期間内での復旧により

機能維持可能であること。 

 (3) 外部事象が発生した場合においても，重大事故等対処設備

によりプラント安全性に関する主要な機能（未臨界移行機

能，燃料冷却機能，格納容器除熱機能，燃料プール注水機能）

が維持できること（各外部事象により設計基準事故対処設備

の安全機能と重大事故等対処設備の機能が同時に損なわれ

ることはないが，安全上支障のない期間内での復旧により機

島根２号炉は，船舶の

衝突，電磁的障害に対す

る評価結果について，後

段の表１に記載 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，故意に

よる大型航空機の衝突

その他のテロリズムに

対する設計方針につい

て，飛来物（航空機落下）

と合わせて前段に記載

している 
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持可能であることを確認する） 

 

外部事象による重大事故等対処設備への影響評価フロー並び

に方針（１）及び（２）に対する評価結果をそれぞれ図1，表1 に

示す。方針（３）に示した，プラント安全性に関する主要な機

能は，以下に例示するとおり重大事故等対処設備により維持さ

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 未臨界移行機能：代替制御棒挿入機能及び代替冷却材再循環

ポンプ停止 

・ 燃料冷却機能：高圧代替注水系 

・ 格納容器除熱機能：耐圧強化ベント系 

 

・ 使用済燃料プール注水機能：燃料プール代替注水系（可搬型）

による常設スプレイヘッダを使用した使用済燃料プール注水

及びスプレイ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ことを確認する） 

 

外部事象による重大事故等対処施設への評価フローを第１図

に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

能維持可能であることを確認する)。 

 

外部事象による重大事故等対処設備への影響評価フロー並び

に方針(1)及び(2)に対する評価結果をそれぞれ図１及び表１に

示す。 

なお，自然現象のうち洪水及び外部人為事象のうちダムの崩

壊については，発電所周辺の状況から重大事故等対処設備に対

して影響を与えるおそれがないことから，表１から除外した。 

 

 

 

また，方針(3)に示したプラント安全性に関する主要な機能

は，以下に例示するとおり重大事故等対処設備により維持され

る。 

 

・未臨界移行機能：代替制御棒挿入機能及び代替原子炉再循環

ポンプトリップ機能 

・燃料冷却機能：高圧原子炉代替注水系 

・格納容器除熱機能：残留熱代替除去系及び格納容器フィルタ

ベント系 

・燃料プール注水機能：燃料プールスプレイ系（常設スプレイ

ヘッダ）による燃料プールへの注水及

びスプレイ 

 

 

 

 

 

 

 

 

・選定事象の相違 

【柏崎 6/7】 

第６条に準じた事象

スクリーニングの相違

による選定事象の相違 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は柏崎

6/7 と同様に，方針(3)

に対する機能維持を例

示 
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図1 外部事象による重大事故等対処設備への影響評価フロー 

 

 

 

 

 

 

第１図 共通要因故障に対する評価フロー 

 

 

  

図１ 外部事象による重大事故等対処設備への影響評価フロー 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

「緩和設備」及び「防

止でも緩和でもない設

備」について，影響評価

フローは同様であるた

め，島根２号炉は，合わ

せて「防止ではない設

備」として記載 
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表
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響
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（
1
/
3
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・事象の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

上述の選定事象の相
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に伴う相違 
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まとめ資料比較表 〔43条 共-7 重大事故等対処設備の内部火災に対する防護方針について〕 

実線・・設備運用又は体制等の相違（設計方針の相違） 

波線・・記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし） 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

共－７ 重大事故等対処設備の内部火災に対する防護方針に 

ついて 

共－７ 重大事故等対処設備の内部火災に対する防護方針に 

ついて 

共－７ 重大事故等対処設備の内部火災に対する防護方針に 

ついて 
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重大事故等対処設備の内部火災に対する防護方針について 

1．概 要

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の

基準に関する規則」(以下「設置許可基準規則」という。）第四十

三条第２項第三号にて，常設重大事故防止設備は，共通要因によ

って設計基準事故対処設備の安全機能と同時にその機能が損なわ

れるおそれがないことを要求している。また，同規則第四十三条

第３項第七号にて，可搬型重大事故防止設備は，共通要因によっ

て，設計基準事故対処設備の安全機能，使用済燃料貯蔵槽の冷却

機能若しくは注水機能又は常設重大事故防止設備の重大事故に至

るおそれがある事故に対処するために必要な機能と同時にその機

能が損なわれることがないことを要求している。 

柏崎刈羽原子力発電所6号及び7号炉の重大事故防止設備が，単

一の火災によっても上記の要求に適合していることを以下に示

す。また，これを踏まえて，内部火災が発生した場合の重大事故

等対処設備に対する基本的な防護方針を以下に示す。 

重大事故等対処設備の内部火災に対する防護方針について 

1. 概要

「実用発電用原子炉及びその付属施設の位置，構造及び設備の

基準に関する規則」（以下「設置許可基準規則」という。）第四

十三条第2項第3号にて，常設重大事故防止設備は，共通要因によ

って当該設備に対応する設計基準事故対処設備の安全機能と同時

にその機能が損なわれるおそれがないことを要求している。また，

同規則第四十三条第3項第7号にて，可搬式重大事故防止設備は，

共通要因によって設計基準事故対処設備の安全機能，使用済燃料

貯蔵槽の冷却機能若しくは注水機能又は常設重大事故防止設備の

重大事故に至るおそれがある事故に対処するために必要な機能と

同時にその機能が損なわれることがないことを要求している。 

東海第二発電所の重大事故防止設備が，単一の火災によっても

上記の要求に適合していることを以下に示す。また，これを踏ま

えて，内部火災が発生した場合の重大事故等対処設備に対する基

本的な防護方針を以下に示す。 

重大事故等対処設備の内部火災に対する防護方針について 

1．概 要

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の

基準に関する規則」（以下，「設置許可基準規則」という。）第四十

三条第２項第三号にて，常設重大事故防止設備は，共通要因によ

って設計基準事故対処設備の安全機能と同時にその機能が損なわ

れるおそれがないことを要求している。また，同規則第四十三条

第３項第七号にて，可搬型重大事故防止設備は，共通要因によっ

て，設計基準事故対処設備の安全機能，使用済燃料貯蔵槽の冷却

機能若しくは注水機能又は常設重大事故防止設備の重大事故に至

るおそれがある事故に対処するために必要な機能と同時にその機

能が損なわれることがないことを要求している。 

島根原子力発電所２号炉の重大事故防止設備が，単一の火災に

よっても上記の要求に適合していることを以下に示す。また，こ

れを踏まえて，内部火災が発生した場合の重大事故等対処設備に

対する基本的な防護方針を以下に示す。 
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2．基本事項 

［要求事項］ 

実用発電用原子炉及びその付属施設の位置、構造及び設備の基準

に関する規則 

（重大事故等対処設備） 

第四十三条 

２ 重大事故等対処設備のうち常設のもの（重大事故等対処設

備のうち可搬型のもの（以下「可搬型重大事故等対処設備」

という。）と接続するものにあっては、当該可搬型重大事

故等対処設備と接続するために必要な発電用原子炉施設内

の常設の配管、弁、ケーブルその他の機器を含む。以下「常

設重大事故等対処設備」という。）は、前項に定めるもの

のほか、次に掲げるものでなければならない。 

三 常設重大事故防止設備は、共通要因によって設計基準事

故対処設備の安全機能と同時にその機能が損なわれるお

それがないよう、適切な措置を講じたものであること。 

３ 可搬型重大事故等対処設備に関しては、第一項に定めるも

ののほかに、次に掲げるものでなければならない。 

七重大事故防止設備のうち可搬型のものは、共通要因によ

って、設計基準事故対処設備の安全機能、使用済燃料貯

蔵槽の冷却機能若しくは注水機能又は常設重大事故防止

設備の重大事故に至るおそれがある事故に対処するため

に必要な機能と同時にその機能が損なわれるおそれがな

いよう、適切な措置を講じたものであること。 

2.基本事項

【要求事項】 

実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準

に関する規則 

（重大事故等対処設備） 

第四十三条 

２ 重大事故等対処設備のうち常設のもの（重大事故等対処設

備のうち可搬型のもの（以下「可搬型重大事故等対処設備」

という。）と接続するものにあっては、当該可搬型重大事

故等対処設備と接続するために必要な発電用原子炉施設内

の常設の配管、弁、ケーブルその他の機器を含む。以下「常

設重大事故等対処設備」という。）は、前項に定めるもの

のほか、次に掲げるものでなければならない。 

三 常設重大事故防止設備は、共通要因によって設計基準事

故対処設備の安全機能と同時にその機能が損なわれるお

それがないよう、適切な措置を講じたものであること。 

３ 可搬型重大事故等対処設備に関しては、第一項に定めるも

ののほかに、次に掲げるものでなければならない。 

七 重大事故防止設備のうち可搬型のものは、共通要因によ

って、設計基準事故対処設備の安全機能、使用済燃料貯

蔵槽の冷却機能若しくは注水機能又は常設重大事故防止

設備の重大事故に至るおそれがある事故に対処するため

に必要な機能と同時にその機能が損なわれるおそれがな

いよう、適切な措置を講じたものであること。 

2．基本事項 

［要求事項］ 

実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準

に関する規則 

（重大事故等対処設備） 

第四十三条 

２ 重大事故等対処設備のうち常設のもの（重大事故等対処設

備のうち可搬型のもの（以下「可搬型重大事故等対処設備」

という。）と接続するものにあっては、当該可搬型重大事故

等対処設備と接続するために必要な発電用原子炉施設内の

常設の配管、弁、ケーブルその他の機器を含む。以下「常

設重大事故等対処設備」という。）は、前項に定めるものの

ほか、次に掲げるものでなければならない。 

三 常設重大事故防止設備は、共通要因によって設計基準事

故対処設備の安全機能と同時にその機能が損なわれるお

それがないよう、適切な措置を講じたものであること。 

３ 可搬型重大事故等対処設備に関しては、第一項に定めるも

ののほかに、次に掲げるものでなければならない。 

七 重大事故防止設備のうち可搬型のものは、共通要因によ

って、設計基準事故対処設備の安全機能、使用済燃料貯

蔵槽の冷却機能若しくは注水機能又は常設重大事故防止

設備の重大事故に至るおそれがある事故に対処するため

に必要な機能と同時にその機能が損なわれるおそれがな

いよう、適切な措置を講じたものであること。 
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2.1． 基本的な防護方針の整理 

重大事故等対処施設に対する火災防護としては，設置許可基

準規則第四十一条にしたがい，火災により重大事故等に対処す

るために必要な機能を損なうおそれがないよう，火災の発生防

止対策及び火災感知・消火対策を実施する。一方，設置許可基

準規則第四十三条第２項第三号を火災の観点からみると，常設

重大事故防止設備は，単一の火災によって当該設備の機能と設

計基準事故対処設備の安全機能とが同時喪失しないことを要求

している。また，設置許可基準規則第四十三条第３項第七号を

火災の観点からみると，可搬型重大事故防止設備は，単一の火

災によって当該設備の機能と設計基準事故対処設備の安全機能

とが同時喪失しないこと，及び当該設備の機能と使用済燃料貯

蔵槽の冷却機能若しくは注水機能とが同時喪失しないこと，さ

らには当該設備の機能と常設重大事故防止機能の重大事故対処

に必要な機能とが同時喪失しないことを要求している。 

これらを踏まえ，内部火災が発生した場合の重大事故等対処

設備に対する基本的な防護方針を以下に整理する。この際，運

転員等による各種対応操作※１に関しても，火災による影響を考

慮の上，期待することとする。 

方針Ⅰ【独立性】 

：重大事故防止設備は，内部火災によって，対応する設

計基準対象施設の安全機能と同時にその機能が損なわ

れるおそれのないこと 

方針Ⅱ【修復性】 

：重大事故等対処設備であって，重大事故防止設備でな

い設備は，修復性等も考慮の上，できる限り内部火災

に対する頑健性を確保すること 

方針Ⅲ【重大事故等対処設備のみによる安全性確保】 

：内部火災が発生した場合においても，設計基準対象施

設の機能に期待せずに，重大事故等対処設備によりプ

ラントの安全性に関する主要な機能※２が損なわれる

おそれのないこと 

※1：火災の影響により電動弁の遠隔操作機能が喪失した場

合に，現場の環境状況を考慮の上，運転員等が現場へア

クセスし，消火活動後，手動にて弁操作を実施する，等

※2：「未臨界移行」，「燃料冷却」，「格納容器除熱」及

び「使用済燃料プール注水」機能とする

2.1 基本的な防護方針の整理 

重大事故等対処施設に対する火災防護としては，設置許可基

準規則第四十一条に従い，火災により重大事故等に対処するた

めに必要な機能を損なうおそれがないよう，火災の発生防止対

策及び火災感知・消火対策を実施する。一方，設置許可基準規

則第四十三条第2項第三号を火災の観点からみると，常設重大事

故防止設備は，単一の火災によって当該設備の機能と設計基準

事故対処設備の安全機能とが同時喪失しないことを要求してい

る。また，設置許可基準規則第四十三条第3項第七号を火災の観

点からみると，可搬型重大事故防止設備は，単一の火災によっ

て当該設備の機能と設計基準事故対処設備の安全機能とが同時

喪失しないこと，及び当該設備の機能と使用済燃料貯蔵槽の冷

却機能若しくは注水機能とが同時喪失しないこと，さらには当

該設備の機能と常設重大事故防止機能の重大事故対処に必要な

機能とが同時喪失しないことを要求している。 

これらを踏まえ，内部火災が発生した場合の重大事故等対処

設備に対する基本的な防護方針を以下に整理する。この際，運

転員等による各種対応操作※1に関しても，火災による影響を考

慮の上，期待することとする。 

方針Ⅰ【独立性】 

：重大事故防止設備は，内部火災によって対応する設計

基準対象施設の安全機能と同時にその機能が損なわれ

るおそれのないこと。 

方針Ⅱ【修復性】 

：重大事故等対処設備であって重大事故防止設備でない

設備は，修復性等も考慮の上，できる限り内部火災に

対する頑健性を確保すること。 

方針Ⅲ【重大事故等対処設備のみによる安全性確保】 

：内部火災が発生した場合においても，設計基準対象施

設の機能に期待せずに重大事故等対処設備によりプラ

ントの安全性に関する主要な機能※2が損なわれるおそ

れのないこと。 

※1:火災の影響により電動弁の遠隔操作機能が喪失した場

合に，現場の環境状況を考慮の上，運転員等が現場ヘア

クセスし，消火活動後，手動にて弁操作を実施する等。

※2:「未臨界移行」，「燃料冷却」，「格納容器除熱」及

び「使用済燃料プール注水」機能とする。

2.1． 基本的な防護方針の整理 

重大事故等対処施設に対する火災防護としては，設置許可基

準規則第四十一条にしたがい，火災により重大事故等に対処す

るために必要な機能を損なうおそれがないよう，火災の発生防

止対策及び火災感知・消火対策を実施する。一方，設置許可基

準規則第四十三条第２項第三号を火災の観点からみると，常設

重大事故防止設備は，単一の火災によって当該設備の機能と設

計基準事故対処設備の安全機能とが同時喪失しないことを要求

している。また，設置許可基準規則第四十三条第３項第七号を

火災の観点からみると，可搬型重大事故防止設備は，単一の火

災によって当該設備の機能と設計基準事故対処設備の安全機能

とが同時喪失しないこと，及び当該設備の機能と使用済燃料貯

蔵槽の冷却機能若しくは注水機能とが同時喪失しないこと，さ

らには当該設備の機能と常設重大事故防止機能の重大事故対処

に必要な機能とが同時喪失しないことを要求している。 

これらを踏まえ，内部火災が発生した場合の重大事故等対処

設備に対する基本的な防護方針を以下に整理する。この際，運

転員等による各種対応操作※１に関しても，火災による影響を考

慮の上，期待することとする。 

方針Ⅰ【独立性】 

：重大事故防止設備は，内部火災によって，対応する設

計基準対象施設の安全機能と同時にその機能が損なわ

れるおそれのないこと 

方針Ⅱ【修復性】 

：重大事故等対処設備であって，重大事故防止設備でな

い設備は，修復性等も考慮の上，できる限り内部火災

に対する頑健性を確保すること 

方針Ⅲ【重大事故等対処設備のみによる安全性確保】 

：内部火災が発生した場合においても，設計基準対象施

設の機能に期待せずに，重大事故等対処設備によりプ

ラントの安全性に関する主要な機能※２が損なわれる

おそれのないこと 

※1：火災の影響により電動弁の遠隔操作機能が喪失した場

合に，現場の環境状況を考慮の上，運転員等が現場へア

クセスし，消火活動後，手動にて弁操作を実施する，等

※2：「未臨界移行」，「燃料冷却」，「格納容器除熱」及び「燃

料プール注水」機能とする
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2.2． 方針への適合性確認の流れ 

2.1．に示した防護方針への適合性の確認においては，まず，

設置許可基準規則第三十七条以降の各条文に該当する重大事故

等対処施設を抽出し，それらを「防止設備」「緩和設備」及び

「防止でも緩和でもない設備」に分類する。これらの分類を行

った上で，方針Ⅰ及びⅡへの適合性を確認する一次評価と，方

針Ⅲへの適合性を確認する二次評価の，二つの段階にて確認す

る。 

(1) 方針Ⅰへの適合性の確認（一次評価）

方針Ⅰへの適合について確認すべき対象は「防止設備」に

分類された設備であり，以下のような流れでその適合性を確

認する。 

①：各条文の「防止設備」が，単一の火災による影響でその

安全機能を維持できるか 

②：①にて維持できない場合は，単一の火災で当該防止設備

に対応する設計基準対象施設の安全機能が同時に喪失し

ていないか 

③：②にて同時に喪失していた場合は，各種対応を実施する

(2) 方針Ⅱへの適合性の確認（一次評価）

方針Ⅱへの適合について確認すべき対象は「緩和設備」及

び「防止でも緩和でもない設備」に分類された設備であり，

以下のような流れでその適合性を確認する。 

①：各条文の「緩和設備」及び「防止でも緩和でもない設備」

が，単一の火災による影響でその安全機能を維持できる

か 

②：①にて維持できない場合は，修復性等を考慮したできる

限りの頑健性を確保する 

(3) 方針Ⅲへの適合性の確認（二次評価）

方針Ⅲへの適合性については，以下のような流れで確認す

る。 

①：火災による影響を考慮した上で，設計基準対象施設の機

能に期待せず，重大事故等対処設備によって「未臨界移

行」，「燃料冷却」，「格納容器除熱」及び「使用済燃

料プール注水」機能が維持できるか 

②：①にて維持できない場合は，各種対応を実施する

2.2 方針への適合性確認の流れ 

2.1に示した防護方針への適合性の確認においては，まず，設

置許可基準規則第三十七条以降の各条文に該当する重大事故等

対処施設を抽出し，それらを「防止設備」，「緩和設備」及び

「防止でも緩和でもない設備」に分類する。これらの分類を行

った上で，方針Ⅰ及びⅡへの適合性を確認する一次評価と，方

針Ⅲへの適合性を確認する二次評価の二つの段階にて確認す

る。 

(1) 方針Ⅰへの適合性の確認（一次評価）

方針Ⅰへの適合について確認すべき対象は「防止設備」に

分類された設備であり，以下のような流れでその適合性を確

認する。 

①：各条文の「防止設備」が，単一の火災による影響でその

安全機能を維持できるか。 

②：①にて維持できない場合は，単一の火災で当該防止設備

に対応する設計基準対象施設の安全機能が同時に喪失し

ていないか。 

③：②にて同時に喪失していた場合は，各種対応を実施する。 

(2) 方針Ⅱへの適合性の確認（一次評価）

方針Ⅱへの適合について確認すべき対象は「緩和設備」及

び「防止でも緩和でもない設備」に分類された設備であり，

以下のような流れでその適合性を確認する。 

①：各条文の「緩和設備」及び「防止でも緩和でもない設備」

が，単一の火災による影響でその安全機能を維持できる

か。 

②：①にて維持できない場合は，修復性等を考慮したできる

限りの頑健性を確保する。 

(3) 方針Ⅲへの適合性の確認（二次評価）

方針Ⅲへの適合性については，以下のような流れで確認す

る。 

①：火災による影響を考慮した上で，設計基準対象施設の機

能に期待せず，重大事故等対処設備によって「未臨界移

行」，「燃料冷却」，「格納容器除熱」及び「使用済燃

料プール注水」機能が維持できるか。 

②：①にて維持できない場合は，各種対応を実施する。

2.2． 方針への適合性確認の流れ 

2.1．に示した防護方針への適合性の確認においては，まず，

設置許可基準規則第三十七条以降の各条文に該当する重大事故

等対処施設を抽出し，それらを「防止設備」「緩和設備」及び「防

止でも緩和でもない設備」に分類する。これらの分類を行った

上で，方針Ⅰ及びⅡへの適合性を確認する一次評価と，方針Ⅲ

への適合性を確認する二次評価の，二つの段階にて確認する。 

(1) 方針Ⅰへの適合性の確認（一次評価）

方針Ⅰへの適合について確認すべき対象は「防止設備」に

分類された設備であり，以下のような流れでその適合性を確

認する。 

①：各条文の「防止設備」が，単一の火災による影響でその

安全機能を維持できるか 

②：①にて維持できない場合は，単一の火災で当該防止設備

に対応する設計基準対象施設の安全機能が同時に喪失し

ていないか 

③：②にて同時に喪失していた場合は，各種対応を実施する

(2) 方針Ⅱへの適合性の確認（一次評価）

方針Ⅱへの適合について確認すべき対象は「緩和設備」及

び「防止でも緩和でもない設備」に分類された設備であり，

以下のような流れでその適合性を確認する。 

①：各条文の「緩和設備」及び「防止でも緩和でもない設備」

が，単一の火災による影響でその安全機能を維持できる

か 

②：①にて維持できない場合は，修復性等を考慮したできる

限りの頑健性を確保する 

(3) 方針Ⅲへの適合性の確認（二次評価）

方針Ⅲへの適合性については，以下のような流れで確認す

る。 

①：火災による影響を考慮した上で，設計基準対象施設の機

能に期待せず，重大事故等対処設備によって「未臨界移

行」，「燃料冷却」，「格納容器除熱」及び「燃料プール注

水」機能が維持できるか 

②：①にて維持できない場合は，各種対応を実施する
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3．火災による重大事故対処設備の独立性・修復性 

3.1．重大事故防止設備の火災による設計基準事故対処設備等への

影響（独立性） 

設置許可基準規則第四十三条第２項第三号を火災の観点から

みると，常設重大事故防止設備は，単一の火災によって当該設

備の機能と設計基準事故対処設備の安全機能とが同時喪失しな

いことを要求している。また，設置許可基準規則第四十三条第

３項第七号を火災の観点からみると，可搬型重大事故防止設備

は，単一の火災によって当該設備の機能と設計基準事故対処設

備の安全機能とが同時喪失しないこと，及び当該設備の機能と

使用済燃料貯蔵槽の冷却機能若しくは注水機能とが同時喪失し

ないこと，さらには当該設備の機能と常設重大事故防止機能の

重大事故対処に必要な機能とが同時喪失しないことを要求して

いる。 

このため，まずは単一の火災によって可搬型重大事故防止設

備の機能と設計基準事故対処設備の安全機能が同時に喪失しな

いこと，当該設備の機能と使用済燃料貯蔵槽の冷却機能若しく

は注水機能が同時に喪失しないこと，及び当該設備の機能と常

設重大事故防止設備の重大事故対処に必要な機能が同時に機能

喪失しないことを確認する。次に，単一の火災によって常設重

大事故防止設備の機能と設計基準事故対処設備の安全機能が同

時に喪失しないことを示す。また，消火設備についてもそれぞ

れ分散して設置していることを示す。 

なお，上記の確認は，重大事故防止設備の各機能について，

火災によって当該設備の機能と，当該設備が代替する機能を有

する設計基準事故対処設備の安全機能が同時に喪失しないこと

を確認することによって，任意の単一火災によって，重大事故

防止設備の機能と設計基準事故対処設備の安全機能が同時に喪

失しないことを示すものである。 

3.1.1．可搬型重大事故防止設備の火災による設計基準対象施設等

への影響 

重大事故防止設備のうち可搬型のものを第１表に示す。 

3. 火災による重大事故対処設備の独立性・修復性

3.1 重大事故防止設備の火災による設計基準事故対処設備等への

影響（独立性） 

設置許可基準規則第四十三条第2項第三号を火災の観点から

みると，常設重大事故防止設備は，単一の火災によって当該設

備の機能と設計基準事故対処設備の安全機能とが同時喪失しな

いことを要求している。また，設置許可基準規則第四十三条第3

項第七号を火災の観点からみると，可搬型重大事故防止設備は，

単一の火災によって当該設備の機能と設計基準事故対処設備の

安全機能とが同時喪失しないこと，及び当該設備の機能と使用

済燃料貯蔵槽の冷却機能若しくは注水機能とが同時喪失しない

こと，さらには当該設備の機能と常設重大事故防止機能の重大

事故対処に必要な機能とが同時喪失しないことを要求してい

る。 

このため，まずは単一の火災によって可搬型重大事故防止設

備の機能と設計基準事故対処設備の安全機能が同時に喪失しな

いこと，当該設備の機能と使用済燃料貯蔵槽の冷却機能若しく

は注水機能が同時に喪失しないこと，及び当該設備の機能と常

設重大事故防止設備の重大事故対処に必要な機能が同時に機能

喪失しないことを確認する。次に，単一の火災によって常設重

大事故防止設備の機能と設計基準事故対処設備の安全機能が同

時に喪失しないことを示す。また，消火設備についてもそれぞ

れ分散して設置していることを示す。 

なお，上記の確認は，重大事故防止設備の各機能について，

火災によって当該設備の機能と，当該設備が代替する機能を有

する設計基準事故対処設備の安全機能が同時に喪失しないこと

を確認することによって，任意の単一火災によって，重大事故

防止設備の機能と設計基準事故対処設備の安全機能が同時に喪

失しないことを示す。 

3.1.1 可搬型重大事故防止設備の火災による設計基準事故対処設

備等への影響 

重大事故防止設備のうち可搬型のものを第1表に示す。 

3．火災による重大事故対処設備の独立性・修復性 

3.1．重大事故防止設備の火災による設計基準事故対処設備等への

影響（独立性） 

設置許可基準規則第四十三条第２項第三号を火災の観点から

みると，常設重大事故防止設備は，単一の火災によって当該設

備の機能と設計基準事故対処設備の安全機能とが同時喪失しな

いことを要求している。また，設置許可基準規則第四十三条第

３項第七号を火災の観点からみると，可搬型重大事故防止設備

は，単一の火災によって当該設備の機能と設計基準事故対処設

備の安全機能とが同時喪失しないこと，及び当該設備の機能と

使用済燃料貯蔵槽の冷却機能若しくは注水機能とが同時喪失し

ないこと，さらには当該設備の機能と常設重大事故防止機能の

重大事故対処に必要な機能とが同時喪失しないことを要求して

いる。 

このため，まずは単一の火災によって可搬型重大事故防止設

備の機能と設計基準事故対処設備の安全機能が同時に喪失しな

いこと，当該設備の機能と使用済燃料貯蔵槽の冷却機能若しく

は注水機能が同時に喪失しないこと，及び当該設備の機能と常

設重大事故防止設備の重大事故対処に必要な機能が同時に機能

喪失しないことを確認する。次に，単一の火災によって常設重

大事故防止設備の機能と設計基準事故対処設備の安全機能が同

時に喪失しないことを示す。また，消火設備についてもそれぞ

れ分散して設置していることを示す。 

なお，上記の確認は，重大事故防止設備の各機能について，

火災によって当該設備の機能と，当該設備が代替する機能を有

する設計基準事故対処設備の安全機能が同時に喪失しないこと

を確認することによって，任意の単一火災によって，重大事故

防止設備の機能と設計基準事故対処設備の安全機能が同時に喪

失しないことを示すものである。 

3.1.1．可搬型重大事故防止設備の火災による設計基準事故対処設

備等への影響 

重大事故防止設備のうち可搬型のものを第１表に示す。 
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第１表：可搬型重大事故防止設備（１／３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1表 可搬型重大事故防止設備（1／2） 

 

第１表 可搬型重大事故防止設備（１／２） 

 

・設備の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 
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第１表：可搬型重大事故防止設備（２／３） 

第１表：可搬型重大事故防止設備（３／３） 

第1表 可搬型重大事故防止設備（2／2） 第１表 可搬型重大事故防止設備（２／２） ・設備の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違
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第１表の設備のうち，可搬型代替注水ポンプ（A-1 級,A-2 

級），代替原子炉補機冷却系（熱交換器ユニット・大容量送水

車（熱交換器ユニット用）・代替原子炉補機冷却海水ストレー

ナ），スクラバpH 制御装置，可搬型スプレイヘッダ，ホース・

接続口［流路］，大容量送水車（海水取水用），電源車，5 号

炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備，可搬ケーブル，

タンクローリ，ホース[燃料流路]，号炉間電力融通ケーブル（可

搬型）は，6 号及び7 号炉の原子炉建屋，タービン建屋，コン

トロール建屋，廃棄物処理建屋，常設代替交流電源設備等とは

距離的に離れた場所に配備することとしており，これらの設備

に火災が発生しても，各重大事故防止設備が代替する機能を有

する設計基準事故対象設備，6 号及び7 号炉の使用済燃料貯蔵

槽の冷却機能若しくは注水機能，又は常設重大事故防止設備に

影響を及ぼすおそれはない。すなわち，2.2．(1)②において安

全機能が同時に喪失しないと判断する。（41-3 添付資料３） 

遠隔空気駆動弁操作用ボンベについては，不燃性材料で構成

され過圧防止の安全弁を設ける等，火災により影響を受けるこ

とは考えにくく，また代替する機能を有する設計基準対象施設

である残留熱除去系（原子炉建屋原子炉区域内），原子炉補機

冷却系（タービン建屋）とは別の原子炉建屋原子炉区域外に分

散配置する設計とする。すなわち，2.2．(1)①並びに②におい

て安全機能が同時に喪失しないと判断する。 

第1表の設備のうち，可搬型代替注水中型ポンプ，可搬型代替

注水大型ポンプ，可搬型スプレイノズル，ホース［流路］，可

搬型代替低圧電源車，可搬型整流器，タンクローリ，可搬型窒

素供給装置，可搬型窒素供給装置用電源車，交流電路及び直流

電路は，原子炉建屋，常設代替高圧電源装置等とは距離的に離

れた場所に配備することとしており，これらの設備に火災が発

生しても，各重大事故防止設備が代替する機能を有する設計基

準事故対象設備，使用済燃料プールの冷却機能若しくは注水機

能，又は常設重大事故防止設備に影響を及ぼすおそれはない。

すなわち，2.2.(1)②において安全機能が同時に喪失しないと判

断する。 

第二弁操作室空気ボンベユニットについては，不燃性材料で

構成された過圧防止の安全弁を設ける等，火災により影響を受

けることは考えにくい。すなわち，2.2.(1)①において，安全機

能が喪失しないと判断する。 

第１表の設備のうち，大量送水車，移動式代替熱交換設備，

移動式代替熱交換設備ストレーナ，大型送水ポンプ車，ホース・

接続口［流路］，可搬型ストレーナ，高圧発電機車，タンクロー

リ，ホース[燃料流路]，第１ベントフィルタ出口水素濃度，緊

急時対策所用発電機，可搬ケーブル，電路は，２号炉の原子炉

建物，タービン建物，制御室建物，廃棄物処理建物，常設代替

交流電源設備等とは距離的に離れた場所に配備することとして

おり，これらの設備に火災が発生しても，各重大事故防止設備

が代替する機能を有する設計基準事故対象設備，使用済燃料貯

蔵槽（燃料プール）の冷却機能若しくは注水機能，又は常設重

大事故防止設備に影響を及ぼすおそれはない。すなわち，2.2．

(1)②において安全機能が同時に喪失しないと判断する。

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違及び

配置場所の相違 

・設備の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

島根2号炉では，耐圧

強化ベントを使用しな

い 

高圧窒素ガスボンベは原子炉建屋    及び    （6 号

炉），又は    及び    （7 号炉）に，逃がし安全弁用可

搬型蓄電池は原子炉建屋    （6 号炉及び7 号炉）に設置さ

れている。一方，当該ボンベが代替する機能を有する設計基準

事故対処設備である自動減圧系の圧縮空気供給機能（駆動用窒

素源）は原子炉格納容器内に設置されている。したがって，高

圧窒素ガスボンベと圧縮空気供給機能（駆動用窒素源）は分散

配置されており，火災により同時に機能喪失することはない。

また，逃がし安全弁用可搬型蓄電池が代替する機能を有する設

計基準対処設備である直流125V 蓄電池A,A-2,B はコントロー

ル建屋    （6 号炉及び7 号炉）に設置されている。したが

って,火災によって逃がし安全弁用可搬型蓄電池と直流125V 蓄

電池A,A-2,B が同時に機能喪失することはない。また，消火設

備についてもそれぞれ分散して設置している。すなわち，2.2． 

非常用窒素供給系高圧窒素ボンベは原子炉建屋  

に，非常用逃がし安全弁駆動系高圧窒素ボンベは原子炉建屋 

に，逃がし安全弁用可搬型蓄電池は       に，それぞれ

分散して設置する。一方，当該ボンベが代替する機能を有する

設計基準事故対処設備である自動減圧系の圧縮空気供給機能

（駆動用窒素源）は格納容器内に設置されている。したがって，

火災によって非常用窒素供給系高圧窒素ボンベ及び非常用逃が

し安全弁駆動系高圧窒素ボンベと圧縮空気供給機能（駆動用窒

素源）が同時に機能喪失することはない。また，逃がし安全弁

用可搬型蓄電池が代替する機能を有する設計基準事故対処設備

である125V系蓄電池Ａ系・Ｂ系は原子炉 

1階に設置されている。したがって，火災によって逃がし安全弁

用可搬型蓄電池と125V系蓄電池Ａ系・Ｂ系が同時に機能喪失す

ることはない。また，消火設備についてもそれぞれ分散して設 

逃がし安全弁用窒素ガスボンベは原子炉建物２階に，主蒸気

逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）は廃棄物処理建物１階に設

置されている。一方，当該ボンベが代替する機能を有する設計

基準事故対処設備である自動減圧系のアキュムレータは原子炉

格納容器内に設置されている。したがって，窒素ガスボンベと

アキュムレータは分散配置されており，火災により同時に機能

喪失することはない。また，主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補

助盤室）が代替する機能を有する設計基準対処設備である

A,B-115V系蓄電池及び B1－115V系蓄電池（SA）は 廃棄物処理

建物１階，廃棄物処理建物地下中１階に設置されており，主蒸

気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）とは別の部屋に設置され

ている。したがって，火災によって主蒸気逃がし安全弁用蓄電

池（補助盤室）と A,B-115V系蓄電池・B1-115V系蓄電池（SA）

が同時に機能喪失することはない。また，消火設備についても 
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(1)②において安全機能が同時に喪失しないと判断する。（第１

図） 

置する。すなわち，2.2.(1)②において安全機能が同時に喪失し

ないと判断する。 

（第1－1～1－5図） 

それぞれ分散して設置している。すなわち，2.2．(1)②におい

て安全機能が同時に喪失しないと判断する。（第１図） 

可搬型計測器は，当該計測器が代替する機能を有する設計基

準対象施設又は重大事故等対処設備である各計測器（主要設備

の計測が困難となった場合の代替監視パラメータを含む）の電

源設備（非常用交流電源設備，常設代替交流電源設備，可搬型

代替交流電源設備）が機能喪失した場合にも重要監視パラメー

タ及び重要代替監視パラメータを計測可能なように配備するも

のである。可搬型計測器が代替する機能を有する設計基準対象

施設又は重大事故等対処設備である各計測器（主要設備の計測

が困難となった場合の代替監視パラメータを含む）は，重大事

故等対処設備の計装設備及びその代替する機能を有する設計基

準対象施設の計装設備のそれぞれにおいて異なる系統として設

計し，検出器・伝送器等の位置的分散を図るとともにケーブル

を電線管に布設することによって，単一の火災によって重大事

故等対処設備と設計基準対象施設の安全機能が同時に喪失しな

いよう設計している。また，可搬型計測器は，当該計測器が代

替する機能を有する設計基準対象施設又は重大事故等対処設備

である各計測器（主要設備の計測が困難となった場合の代替監

視パラメータを含む）の電源設備（非常用交流電源設備，常設

代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設備）を配置する火災

区域とは別の火災区域として6 号及び7 号炉の中央制御室に配

置していることから，単一の火災によってそれぞれが同時に機

能喪失することはない。さらに，可搬型計測器は，6 号及び7 号

炉の中央制御室に配置しているものに加え，故障時及び保守点

検による待機除外時のバックアップ用の1 セットを5 号炉原子

炉建屋内緊急時対策所にも配備し，位置的分散を図っている。

また，消火設備についてもそれぞれ分散して配置している。す

なわち，2.2．(1)②において安全機能が同時に喪失しないと判

断する。 

中央制御室可搬型陽圧化空調機及び中央制御室可搬型陽圧化

空調機用仮設ダクトについては，当該空調機が代替する機能を

有する設計基準事故対処設備である中央制御室換気空調系を設

置する火災区域とは別の火災区域に設置することから，火災に

よって中央制御室可搬型陽圧化空調機及び中央制御室可搬型陽

圧化空調機用仮設ダクトと中央制御室換気空調系が同時に機能

可搬型計測器は，当該計測器が代替する機能を有する設計基

準対象施設又は重大事故等対処設備である各計測器（主要設備

の計測が困難となった場合の代替監視パラメータを含む）の電

源設備（非常用交流電源設備，常設代替交流電源設備，可搬型

代替交流電源設備）が機能喪失した場合にも重要監視パラメー

タ及び重要代替監視パラメータを計測可能なように配備するも

のである。可搬型計測器が代替する機能を有する設計基準対象

施設又は重大事故等対処設備である各計測器（主要設備の計測

が困難となった場合の代替監視パラメータを含む）は，重大事

故等対処設備の計装設備及びその代替する機能を有する設計基

準対象施設の計装設備のそれぞれにおいて異なる系統として設

計し，検出器・伝送器等の位置的分散を図るとともにケーブル

を電線管に布設することによって，単一の火災によって重大事

故等対処設備と設計基準対象施設の安全機能が同時に喪失しな

いよう設計している。また，可搬型計測器は，当該計測器が代

替する機能を有する設計基準対象施設又は重大事故等対処設備

である各計測器（主要設備の計測が困難となった場合の代替監

視パラメータを含む）の電源設備（非常用交流電源設備，常設

代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設備）を配置する部屋

とは別の部屋として補助盤室に配置していることから，単一の

火災によってそれぞれが同時に機能喪失することはない。さら

に，可搬型計測器は，補助盤室に配置しているものに加え，故

障時及び保守点検による待機除外時のバックアップ用の1セッ

トを緊急時対策所にも配備し，位置的分散を図っている。また，

消火設備についてもそれぞれ分散して配置している。すなわち，

2.2．(1)②において安全機能が同時に喪失しないと判断する。 

・設備の相違

【東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違

・設備の相違

【柏崎6/7】 

島根2号炉では，常設

重大事故防止設備で整

理 
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喪失することはない。また，消火設備についてもそれぞれ分散

して設置している。すなわち，2.2．(1)②において安全機能が

同時に喪失しないと判断する。（第２図） 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所の可搬型陽圧化空調機(対

策本部，待機場所)及び可搬型陽圧化空調機用仮設ダクトについ

ては，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部，待機場所）

が6 号及び7 号炉の原子炉建屋・コントロール建屋等と位置的

に分散して設置されていることから，当該空調機の単一の火災

によっても6 号及び7 号炉の原子炉及び使用済燃料プールに影

響を及ぼすおそれはない。なお，5 号炉原子炉建屋内緊急時対

策所の可搬型陽圧化空調機（対策本部，待機場所）及び可搬型

陽圧化空調機用仮設ダクトは単一の火災に対して予備機を分散

配備することから，火災によって5 号炉原子炉建屋内緊急時対

策所（対策本部，待機場所）の居住性を確保する機能が喪失す

ることはない。また，消火設備についてもそれぞれ分散して設

置している。すなわち，2.2．(1)②において安全機能が同時に

喪失しないと判断する。（第３図） 

 

携帯型音声呼出電話設備は6 号及び7 号炉の中央制御室と5 

号炉原子炉建屋内緊急時対策所内に設置しているが，当該設備

が代替する機能を有する設計基準対象施設である送受話器，電

力保安通信用電話設備は廃棄物処理建屋・コントロール建屋に

設置しており，位置的分散が図られていることから，火災によ

って発電所内の通信連絡機能が喪失することはない。 

 

また，無線連絡設備（可搬型），衛星電話設備（可搬型）に

ついては， 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所に設置されている

が，当該設備が代替する機能を有する設計基準対象施設である

送受話器，電力保安通信用電話設備は廃棄物処理建屋・コント

ロール建屋に設置しており，位置的分散が図られていることか

ら，火災によって発電所内の通信連絡機能が喪失することはな

い。また，消火設備についてもそれぞれ分散して設置している。

すなわち，2.2．(1)②において安全機能が同時に喪失しないと

判断する。（第４図） 

 

 

以上より，単一の火災によって，可搬型重大事故防止設備は，

当該設備が代替する機能を有する設計基準対象施設の安全機能

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

携行型有線通話装置は中央制御室及び緊急時対策所内に設置

することとしているが，当該設備が代替する機能を有する設計

基準対象施設である送受話器（ページング），電力保安通信用

電話設備（固定電話機，ＰＨＳ端末及びＦＡＸ）はサービス建

屋及び事務本館に設置しており，位置的分散が図られているこ

とから，火災によって発電所内の通信連絡機能が喪失すること

はない。 

また，無線連絡設備（携帯型），衛星電話設備（携帯型）に

ついては，緊急時対策所内に保管することとしているが，当該

設備が代替する機能を有する設計基準対象施設である送受話器

（ページング），電力保安通信用電話設備（固定電話機，ＰＨ

Ｓ端末及びＦＡＸ）はサービス建屋及び事務本館に設置してお

り，位置的分散が図られていることから，火災によって発電所

内の通信連絡機能が喪失することはない。 

すなわち，2.2.(1)②において安全機能が同時に喪失しないと

判断する。 

（第2－1～2－4図） 

 

以上より，単一の火災によって，可搬型重大事故防止設備は，

当該設備が代替する機能を有する設計基準対象施設の安全機能

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有線式通信設備は廃棄物処理建物に設置しているが，当該設

備が代替する機能を有する設計基準対象施設である所内通信連

絡設備は廃棄物処理建物に設置しており，有線式通信連絡設備

とは別の部屋に設置している。また，電力保安通信用電話設備

は制御室建物に設置しており，位置的分散が図られていること

から，火災によって発電所内の通信連絡機能が喪失することは

ない。 

また，無線通信設備（携帯型），衛星電話設備（携帯型）に

ついては，緊急時対策所に設置されているが，当該設備が代替

する機能を有する設計基準対象施設である所内通信連絡設備，

電力保安通信用電話設備は廃棄物処理建物・制御室建物に設置

しており，位置的分散が図られていることから，火災によって

発電所内の通信連絡機能が喪失することはない。また，消火設

備についてもそれぞれ分散して設置している。すなわち，2.2．

(1)②において安全機能が同時に喪失しないと判断する。（第２

図） 

 

 

以上より，単一の火災によって，可搬型重大事故防止設備は，

当該設備が代替する機能を有する設計基準対象施設の安全機能

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎6/7】 

島根2号炉では，緩和

設備で整理 
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と同時にその機能が損なわれるおそれはない。 

また，当該設備の機能と使用済燃料貯蔵槽の冷却機能若しく

は注水機能も同時に喪失しない。さらに，当該設備の機能と常

設重大事故防止設備の重大事故対処に必要な機能についても同

時に機能喪失しない。 

６号炉の配置 

第1-1 図：高圧窒素ガスボンベとアキュムレータの配置 

７号炉の配置 

第1-2 図：高圧窒素ガスボンベとアキュムレータの配置 

と同時にその機能が損なわれるおそれはない。 

また，当該設備の機能と使用済燃料プールの冷却機能若しく

は注水機能も同時に喪失しない。さらに，当該設備の機能と常

設重大事故防止設備の重大事故対処に必要な機能についても同

時に機能喪失しない。 

第1－1 図 第二弁操作室空気ボンベユニットの配置 

第1－2図 非常用窒素供給系高圧窒素ボンベ及び自動減圧機能用

アキュムレータの配置

と同時にその機能が損なわれるおそれはない。 

また，当該設備の機能と燃料プールの冷却機能若しくは注水

機能も同時に喪失しない。さらに，当該設備の機能と常設重大

事故防止設備の重大事故対処に必要な機能についても同時に機

能喪失しない。 

第1-1図 逃がし安全弁用窒素ガスボンベとアキュムレータの 

配置 
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6 号炉の配置 

7 号炉の配置 

第1-3図：逃がし安全弁用可搬型蓄電池と直流125V 蓄電池

A,A-2,Bの配置 

第1－3 図 非常用逃がし安全弁駆動系高圧窒素ボンベの配置 

第1－4 図 逃がし安全弁用可搬型蓄電池の配置 

第1-2図 主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）と 

A,B-115V系蓄電池，B1-115V系蓄電池(SA)の配置 
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6 号炉の配置 

7 号炉の配置 

第2 図：中央制御室可搬型陽圧化空調機と中央制御室換気空調系

の配置 

図1－5 125V 系蓄電池Ａ系・Ｂ系の配置 
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第3 図：5 号炉原子炉建屋緊急時対策所可搬型換気空調系の配置 
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5 号炉の配置 

6／7 号炉の配置 

第4-1 図：通信連絡設備の配置 

第2－1図 携行型有線通話装置の配置 

第2－2図 送受話器（ページング）の配置 

第２図 通信連絡設備の配置 
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7 号炉の配置 

6 号炉の配置 

第4-2 図：通信連絡設備の配置 

第2－3図 電力保安通信用電話設備の配置 

第2－4図 衛星電話設備（携帯型）の配置 
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3.1.2． 常設重大事故防止設備の火災による設計基準対象施設

への影響 

重大事故防止設備のうち常設のものを第２表に示す。 

第２表：常設重大事故防止設備（１／１５） 

3.1.2 常設重大事故防止設備の火災による設計基準事故対処設備

への影響 

重大事故防止設備のうち常設のものを第2－1表に示す。 

第2－1表 常設重大事故防止設備（1／25） 

3.1.2． 常設重大事故防止設備の火災による設計基準事故対処

設備への影響 

重大事故防止設備のうち常設のものを第２表に示す。 

第２表 常設重大事故防止設備（１／２０） ・設備の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違
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第２表：常設重大事故防止設備（２／１５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2－1表 常設重大事故防止設備（2／25） 

 

 

 

第２表 常設重大事故防止設備（２／２０） 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 
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第２表：常設重大事故防止設備（３／１５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2－1表 常設重大事故防止設備（3／25） 

 

 

 

第２表 常設重大事故防止設備（３／２０） 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 
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第２表：常設重大事故防止設備（４／１５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2－1表 常設重大事故防止設備（4／25） 

 

 

 

第２表 常設重大事故防止設備（４／２０） 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 
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第２表：常設重大事故防止設備（５／１５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2－1表 常設重大事故防止設備（5／25） 

 

 

 

第２表 常設重大事故防止設備（５／２０） 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 
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第２表：常設重大事故防止設備（６／１５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2－1表 常設重大事故防止設備（6／25） 

 

 

 

第２表 常設重大事故防止設備（６／２０） 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 
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第２表：常設重大事故防止設備（７／１５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2－1表 常設重大事故防止設備（7／25） 

 

 

 

第２表 常設重大事故防止設備（７／２０） 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 
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第２表：常設重大事故防止設備（８／１５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2－1表 常設重大事故防止設備（8／25） 

 

 

 

第２表 常設重大事故防止設備（８／２０） 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 

 

43-235



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

第２表：常設重大事故防止設備（９／１５） 

 

※1：主要設備の計測が困難となった場合の代替 

監視パラメータ 

※2：「原子炉水位（広帯域），原子炉水位（燃料域），原子炉水

位（SA），原子炉圧力容器温度」を含む 

※3：「高圧代替注水系系統流量，復水補給水系流量(RHR A 系代

替注水流量)，復水補給水系流量(RHR B 系代替注水流量)，

原子炉隔離時冷却系系統流量，高圧炉心注水系系統流量，

残留熱除去系系統流量，原子炉圧力，原子炉圧力（SA），

格納容器圧力（S/C）」を含む 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2－1表 常設重大事故防止設備（9／25） 

 

 

 

第２表 常設重大事故防止設備（９／２０） 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 
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第２表：常設重大事故防止設備（１０／１５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2－1表 常設重大事故防止設備（10／25） 

 

 

 

第２表 常設重大事故防止設備（１０／２０） 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 
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第２表：常設重大事故防止設備（１１／１５） 第2－1表 常設重大事故防止設備（11／25） 第２表 常設重大事故防止設備（１１／２０） ・設備の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違
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第２表：常設重大事故防止設備（１２／１５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2－1表 常設重大事故防止設備（12／25） 

 

 

 

第２表 常設重大事故防止設備（１２／２０） 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 
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第２表：常設重大事故防止設備（１３／１５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2－1表 常設重大事故防止設備（13／25） 

 

 

 

第２表 常設重大事故防止設備（１３／２０） 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 
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第２表：常設重大事故防止設備（１４／１５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2－1表 常設重大事故防止設備（14／25） 

 

 

 

第２表 常設重大事故防止設備（１４／２０） 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 
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第２表：常設重大事故防止設備（１５／１５） 第2－1表 常設重大事故防止設備（15／25） 第２表 常設重大事故防止設備（１５／２０） ・設備の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違
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第2－1表 常設重大事故防止設備（16／25） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２表 常設重大事故防止設備（１６／２０） 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 
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第2－1表 常設重大事故防止設備（17／25） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２表 常設重大事故防止設備（１７／２０） 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 
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第2－1表 常設重大事故防止設備（18／25） 第２表 常設重大事故防止設備（１８／２０） ・設備の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違
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第2－1表 常設重大事故防止設備（19／25） 第２表 常設重大事故防止設備（１９／２０） ・設備の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違
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第2－1表 常設重大事故防止設備（20／25） 第２表 常設重大事故防止設備（２０／２０） ・設備の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違
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第2－1表 常設重大事故防止設備（21／25） ・設備の相違

【東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違
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第2－1表 常設重大事故防止設備（22／25） ・設備の相違

【東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違
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第2－1表 常設重大事故防止設備（23／25） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・設備の相違 

【東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 
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第2－1表 常設重大事故防止設備（24／25） ・設備の相違

【東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違

43-251



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第2－1表 常設重大事故防止設備（25／25） ・設備の相違

【東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違
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第２表の設備のうち，配管，手動弁，逆止弁，海水ストレー

ナ，ストレーナ，スパージャ，海水貯留堰，スクリーン室，取

水路，補機冷却用海水取水路，補機冷却用海水取水槽，スプレ

イヘッダ，クエンチャ，ディフューザ，熱交換器，発火性・引

火性物質を内包しないタンク，復水貯蔵槽，サプレッション・

チェンバ，防火水槽，淡水貯水池，海水取水箇所，原子炉圧力

容器，原子炉格納容器，ラプチャーディスク，使用済燃料プー

ル，遮蔽，遠隔手動弁操作設備，ダクト，ダンパ，アキュムレ

ータ，原子炉建屋ブローアウトパネル，主排気筒（内筒）は金

属等の不燃性材料で構築されていること，内部の液体の漏えい

を防止するためのパッキンが装着されている場合でもパッキン

類のシート面は機器内の液体と接触しており大幅な温度上昇は

考えにくいことから，火災発生のおそれはない。また，逃がし

安全弁・真空破壊弁については，原子炉運転中は窒素封入され

た原子炉格納容器内に設置されていることから，火災発生のお

それはない。すなわち，2.2．(1)①において安全機能が喪失し

ないと判断する。 

上記以外の常設重大事故防止設備について，当該設備の機能

と，当該設備が代替する機能を有する設計基準対象施設の安全

機能が火災によって同時に喪失しないことを以下に示す。 

第2－1表の設備のうち，配管，手動弁，逆止弁，スパージャ，

スプレイヘッダ，ストレーナ，クエンチャ，アキュムレータ，

熱交換器，発火性・引火性物質を内包しないタンク，代替淡水

貯槽，西側淡水貯水設備，サプレッション・プール，スキマサ

ージタンク，非常用取水設備，原子炉圧力容器，原子炉格納容

器，使用済燃料プール，遮蔽は金属等の不燃性材料で構築され

ていること，内部の液体の漏えいを防止するためのパッキンが

装着されている場合でもパッキン類のシート面は機器内の液体

と接触しており大幅な温度上昇は考えにくいことから，火災発

生のおそれはない。また，逃がし安全弁・真空破壊弁について

は，原子炉運転中は窒素封入された原子炉格納容器内に設置さ

れていることから，火災発生のおそれはない。すなわち，2.2.(1)

①において安全機能が喪失しないと判断する。

上記以外の常設重大事故防止設備について，当該設備の機能

と，当該設備が代替する機能を有する設計基準対象施設の安全

機能が火災によって同時に喪失しないことを以下に示す。 

第２表の設備のうち，配管，手動弁，逆止弁，海水ストレー

ナ，ストレーナ，スパージャ，低圧原子炉代替注水槽，取水口，

取水管，取水槽，スプレイヘッダ，熱交換器，クエンチャ，発

火性・引火性物質を内包しないタンク，サプレッション・チェ

ンバ，原子炉圧力容器，原子炉格納容器，燃料プール，第１ベ

ントフィルタスクラバ容器，第１ベントフィルタ銀ゼオライト

容器，圧力開放板，遮蔽，遠隔手動弁操作機構，ダクト，ダン

パ，アキュムレータ，原子炉建物ブローアウトパネルは金属等

の不燃性材料で構築されていること，内部の液体の漏えいを防

止するためのパッキンが装着されている場合でもパッキン類の

シート面は機器内の液体と接触しており大幅な温度上昇は考え

にくいことから，火災発生のおそれはない。また，逃がし安全

弁・真空破壊弁については，原子炉運転中は窒素封入された原

子炉格納容器内に設置されていることから，火災発生のおそれ

はない。すなわち，2.2．(1)①において安全機能が喪失しない

と判断する。 

上記以外の常設重大事故防止設備について，当該設備の機能

と，当該設備が代替する機能を有する設計基準対象施設の安全

機能が火災によって同時に喪失しないことを以下に示す。 

・設備の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違

（１） 代替制御棒挿入機能，代替冷却材再循環ポンプ・トリップ

機能，ほう酸水注入系[44 条]

代替制御棒挿入機能，代替冷却材再循環ポンプ・トリップ

機能，ほう酸水注入系は重大事故等時に原子炉の緊急停止機

能及び未臨界維持機能を代替するための常設設備であり，当

該設備が代替する機能を有する設計基準対象施設は「原子炉

緊急停止系」である。 

原子炉緊急停止系の機器等のうち，制御棒，制御棒案内管，

制御棒駆動機構（水圧駆動），制御棒カップリング，制御棒駆

動機構カップリング，制御棒駆動機構ラッチ機構，制御棒駆

動機構ハウジングについては，原子炉圧力容器内又は原子炉

格納容器内に設置されており，不燃性材料で構成されている

ことから，火災により本機能に影響が及ぶおそれはない。 

(1) 代替制御棒挿入機能，代替再循環系ポンプトリップ機能及び

ほう酸水注入系［44条］

代替制御棒挿入機能，代替再循環系ポンプトリップ機能及

びほう酸水注入系は重大事故等時に原子炉の緊急停止機能及

び未臨界維持機能を代替するための常設設備である。また，

代替制御棒挿入機能が代替する機能を有する設計基準対象施

設は「原子炉緊急停止系」であり，代替再循環系ポンプトリ

ップ機能及びほう酸水注入系が代替する機能を有する設計基

準対象施設は「原子炉緊急停止系」，「制御棒」及び「制御

棒駆動水圧系水圧制御ユニット」である。 

原子炉緊急停止系の機器等のうち，制御棒，制御棒案内管，

制御棒駆動機構，制御棒カップリング，制御棒駆動機構カッ

プリング，制御棒駆動機構ラッチ機構，制御棒駆動機構ハウ

ジングについては，原子炉圧力容器内又は原子炉格納容器内

に設置されており，不燃性材料で構成されていることから，

火災により本機能に影響が及ぶおそれはない。 

（１）代替制御棒挿入機能，代替原子炉再循環ポンプトリップ機

能，ほう酸水注入系[44条]

代替制御棒挿入機能，代替原子炉再循環ポンプトリップ機

能，ほう酸水注入系は重大事故等時に原子炉の緊急停止機能

及び未臨界維持機能を代替するための常設設備である。また，

代替制御棒挿入機能が代替する機能を有する設計基準対象施

設は「原子炉保護系」であり，代替原子炉再循環ポンプトリ

ップ機能及びほう酸水注入系が代替する機能を有する設計基

準対象施設は「原子炉保護系」，「制御棒」及び「制御棒駆動

水圧系」である。 

原子炉保護系の機器等のうち，制御棒，制御棒案内管，制

御棒駆動機構，制御棒カップリング，制御棒駆動機構カップ

リング，制御棒駆動機構ラッチ機構，制御棒駆動機構ハウジ

ングについては，原子炉圧力容器内又は原子炉格納容器内に

設置されており，不燃性材料で構成されていることから，火

災により本機能に影響が及ぶおそれはない。 
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また，水圧制御ユニットについては，フェイルセーフ設計

となっており，火災によって電磁弁のケーブルが損傷した場

合，あるいはスクラム弁・スクラムパイロット弁のダイヤフ

ラム等が機能喪失した場合も，スクラム弁が「開」動作しス

クラムすることから，火災により本機能に影響が及ぶおそれ

はない。さらに，万一火災によってケーブルが損傷し，すべ

ての電磁弁が無励磁とならない場合においても，電磁弁の電

源を OFF とすることによってスクラム弁を「開」動作しスク

ラムさせることができる。（第 5図）

一方，ほう酸水注入系については原子炉建屋  に設置

されており，未臨界維持機能として同等の機能を有している

制御棒駆動機構（水圧駆動は原子炉建屋    に設置，制御

棒駆動機構は原子炉格納容器内に設置）と位置的分散を図り，

火災に対する影響軽減対策を実施している。（第 6，7図） 

加えて，火災の発生防止対策として難燃ケーブルの使用，

過電流による過熱防止対策を講じているとともに，感知・消

火対策として異なる２種類の感知器，局所固定式ガス消火設

備並びに消防法に基づく消火設備を設置している。 

以上より，原子炉の緊急停止機能，未臨界維持機能は火災

によって影響を受けないことから，代替制御棒挿入機能，代

替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能，ほう酸水注入系のい

ずれかに単一の火災が発生した場合でも，原子炉の緊急停止

機能及び未臨界維持機能すなわち，原子炉緊急停止系と代替

制御棒挿入機能，代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能，

ほう酸水注入系は同時にすべて喪失することなく確保でき

る。また，消火設備についてもそれぞれ分散して設置してい

る。すなわち，2.2．(1)①②において安全機能が同時に喪失

しないと判断する。 

また，制御棒駆動水圧系水圧制御ユニットについては，フ

ェイルセーフ設計となっており，火災によって電磁弁のケー

ブルが損傷した場合，あるいはスクラム弁・スクラムパイロ

ット弁のダイヤフラム等が機能喪失した場合も，スクラム弁

が「開」動作しスクラムすることから，火災により本機能に

影響が及ぶおそれはない。さらに，万一火災によってケーブ

ルが損傷し，すべての電磁弁が無励磁とならない場合におい

ても，電磁弁の電源をOFFとすることによってスクラム弁を

「開」動作しスクラムさせることができる。 

一方，ほう酸水注入系については原子炉建屋原子炉棟5階に

設置されており，未臨界維持機能として同等の機能を有して

いる制御棒駆動機構（水圧制御ユニットは原子炉建屋原子炉

棟3階に設置，制御棒駆動機構は原子炉格納容器内に設置）と

位置的分散を図る設計とする。 

（第3－1，3－2図） 

加えて，火災の発生防止対策として難燃ケーブルの使用（難

燃ケーブルと同等以上の難燃性能を確保できる代替措置（複

合体）等を含む）及び過電流による過熱防止対策等を講じる

設計とする。また，感知・消火対策として，異なる2種類の感

知器，局所固定式ガス消火設備及び消防法に基づく消火設備

を設置する設計とする。 

以上より，原子炉の緊急停止機能，未臨界維持機能は火災

によって影響を受けないことから，代替制御棒挿入機能，代

替再循環系ポンプトリップ機能，ほう酸水注入系のいずれか

に単一の火災が発生した場合でも，原子炉の緊急停止機能及

び未臨界維持機能すなわち，原子炉緊急停止系と代替制御棒

挿入機能，代替再循環系ポンプトリップ機能，ほう酸水注入

系は，同時にすべて喪失することなく確保できる設計とする。

すなわち，2.2.(1)②において安全機能が同時に喪失しないと

判断する。 

また，制御棒駆動水圧系については，フェイルセーフ設計

となっており，火災によって電磁弁のケーブルが損傷した場

合，あるいはスクラム弁・スクラムパイロット弁のダイヤフ

ラム等が機能喪失した場合も，スクラム弁が「開」動作しス

クラムすることから，火災により本機能に影響が及ぶおそれ

はない。さらに，万一火災によってケーブルが損傷し，すべ

ての電磁弁が無励磁とならない場合においても，電磁弁の電

源を OFF とすることによってスクラム弁を「開」動作しスク

ラムさせることができる。（第３図）

一方，ほう酸水注入系については原子炉建物３階に設置さ

れており，未臨界維持機能として同等の機能を有している制

御棒駆動機構（制御駆動水圧系は原子炉建物２階に設置，制

御棒駆動機構は原子炉格納容器内に設置）と位置的分散を図

り，火災に対する影響軽減対策を実施している。（第４，５図） 

加えて，火災の発生防止対策として難燃ケーブルの使用，

過電流による過熱防止対策を講じているとともに，感知・消

火対策として異なる感知方式の感知器，固定式ガス消火設備

並びに消防法に基づく消火設備を設置している。 

以上より，原子炉の緊急停止機能，未臨界維持機能は火災

によって影響を受けないことから，代替制御棒挿入機能，代

替原子炉再循環ポンプトリップ機能，ほう酸水注入系のいず

れかに単一の火災が発生した場合でも，原子炉の緊急停止機

能及び未臨界維持機能すなわち，原子炉保護系と代替制御棒

挿入機能，代替原子炉再循環ポンプトリップ機能，ほう酸水

注入系は同時にすべて喪失することなく確保できる。すなわ

ち，2.2．(1)①②において安全機能が同時に喪失しないと判

断する。 

・設備の相違

【東海第二】 

島根 2号炉では，複合

体等の代替措置をせず，

難燃ケーブルを使用 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根 2号炉では，局所

ガス消火設備を原子炉

建物オペレーティング

フロアのみに設置
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第5 図：制御棒駆動系，水圧制御ユニットの概要図 

第6 図：ほう酸水注入系の概要図 

第3－1図 制御棒駆動系水圧制御ユニット及びほう酸水注入系の

概要図 

第３図 制御棒駆動系，水圧制御ユニットの概要 

第４図 ほう酸水注入系の概要図 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 
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6 号炉の配置 

7 号炉の配置 

第7 図：ほう酸水注入系と水圧制御ユニットの配置 

第3－2図 ほう酸水注水系及び制御棒駆動系水圧制御ユニットの

配置 

第５図 ほう酸水注入系と水圧制御ユニットの配置 
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